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わが国では、急速な少子化の進行に伴い、労働力人口の減少や社会保障負担の増加、地域社会の

活力低下など将来的に社会・経済への影響を与える懸念のある課題が深刻になっています。国の合

計特殊出生率（１人の女性が一生の間に産む子どもの数）を見ると、過去最低とされる平成 17 年

の 1.26 から平成 24 年は 1.41 と若干上昇しているものの、人口を維持するために必要とされる

2.08 を大きく下回っており、その要因として、未婚や共働き世帯の増加、また仕事と子育てとの

両立に対する負担感や子育てに関する不安感などが指摘されています。 

 

国では、少子化対策として平成 15 年に制定された「次世代育成支援対策推進法」（以下「次世

代法」という。）に基づき、総合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社

会情勢の変化を受け、新たな支援制度（子ども・子育て支援新制度、以下「新制度」という。）を

構築するため、平成 22年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定後、これまでの「少子化対策」

から「子ども・子育て支援」へと視点を移行し、社会全体で子育てを支えるとともに、「生活と仕

事と子育ての調和」を目指し、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための検討が行われ、平

成 24 年には、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた新たな共通の給付や、認定こども園法の改

正などが盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定されました。新制度では、「子どもの最

善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを

構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支

援等を総合的に推進していくことがめざされています。 

 

本市では、平成 17 年 3 月に「子らの笑顔、みんなの宝“かたの”子育て応援プラン ～交野市

次世代育成支援行動計画～」（前期計画：平成 17 年度から平成 21 年度）を、また、平成 22 年

3 月には前期計画を見直し、後期計画（平成 22 年度から平成 26 年度）を策定し、「子どもいっ

ぱい 元気な かたの」を基本理念として、子どもを生み育てることに喜びを感じ、また地域の中

で、子どもが夢と希望を持って健やかに育まれるまちをめざし、子育てに関する様々な施策を総合

的に推進してきましたが、平成２６年度に計画期間の最終年度を迎えています。 

 

新制度による新たな施策が示されるなか、これまでの次世代法に基づく「交野市次世代育成支援

行動計画」を継承する計画として、子ども・子育て支援法に位置づけられる「交野市子ども・子育

て支援事業計画」を策定し、子ども・子育て支援に向けた取組みを推進するものです。 

 

  

１  計画策定の背景 
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本計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく「子ども・子育て支援事業計画」（策定義務）

に位置づけられるとともに、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「次世代育成支援行動計画」

（任意計画）と一体的に策定します。 

 
☆子ども・子育て支援法 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村

子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

 
☆次世代育成支援対策推進法 

     （市町村行動計画） 

第８条 市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、

５年を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、

子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住

宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策

の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２  計画の性格と位置付け 

●子ども・子育て支援 

新制度 

 

・認定こども園、幼稚園、保育

所を通じた「施設型給付」お

よび小規模保育等への「地域

型保育給付」の創設 

 

・認定こども園制度の改善 

 

・地域の実情に応じた子ども子

育て支援事業の充実 

 

子ども・子育て支援法 

第 61 条（根拠法） 

第
４
次
交
野
市
総
合
計
画 

 
交野市子ども・子育て支援事業計画 

（平成 27 年度～平成 31年度） 
 

 

 
交野市次世代育成支援行動計画 

（平成 17 年度～平成 26年度） 

 

 市の関連計画等  

 

交野市学校教育ビジョン 

交野市男女共同参画計画 

交野市健康増進・食育推進計画 

交野市地域福祉計画 

交野市障がい者(児)福祉長期計画 

交野市障がい福祉計画 

交野市景観まちづくり計画 

交野市都市計画マスタープラン 他 
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１．新制度の概要                               

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）新制度のポイント                                            

新制度において推進される子育て支援施策の主なポイントは以下の3つです。 

【子ども・子育て支援新制度の３つのポイント】 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

新制度とは・・・ 

子ども・子育て支援法をはじめとする「子ども・子育て関連 3 法」に基づき、すべて

の子どもが笑顔で成長し、すべての家庭が安心して子育てできるよう支援する新しい仕

組みです。 

 

 

１ 質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

○幼児期の学校教育と保育の一体的提供に向け、幼稚園と保育所の機能を併せ持つ

「認定こども園」の制度を改善し、普及を図ります。 

 

２ 保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

○認定こども園・幼稚園・保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規

模保育事業・家庭的保育事業等への給付（「地域型保育給付」）の創設、保育所

認可制度の見直しにより、保育の量や種類を拡充します。 

○認定こども園・幼稚園・保育所等の職員配置の改善、処遇改善により支援の質を

向上します。 

 

３ 地域の子ども・子育て支援の充実 

○地域の実情に応じた子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童健

全育成事業、一時預かり事業などの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実を図

ります。 

３ 子ども・子育て支援新制度の概要 
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（２）新制度における給付・事業                             

新制度では、「子ども・子育て支援給付」として、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共

通の給付である「施設型給付」と小規模保育等への給付である「地域型保育給付」が創設され

ます。この新制度の給付体系に入る教育・保育施設を「特定教育・保育施設」、地域型保育事業

を「特定地域型保育事業」といい、また、「地域子ども・子育て支援事業」として子ども・子育

て支援法で定められた法定13事業を実施し、すべての子育て家庭への支援を充実します。 

新制度における給付・事業は次のとおりです。 

 

 

 

   

 

 ≪子どものための教育・保育給付≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設型給付 

＜給付の対象＝教育・保育施設＞ 

・幼稚園  

・保育所（定員 20人以上） 

・認定こども園 

 

 

①利用者支援事業【新規】 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊婦健康診査 

④こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業） 

⑤養育支援訪問事業、子どもを守るための地域ネットワーク機能強化事業 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑧一時預かり事業 

⑨時間外保育事業（延長保育事業） 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業 

⑫実費徴収に係る補足給付事業【新規】 

⑬多様な主体の新制度に参入することを促進するための事業【新規】 

■地域型保育給付 

＜給付の対象＝地域型保育事業＞ 

・小規模保育（定員 6～19 人） 

・家庭的保育（定員 5人以下） 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 
 

子ども・子育て支援給付 

地域子ども・子育て支援事業 
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 （３）保育の必要性の認定                                 

 

新制度は、保護者の申請を受けた市町村が、客観的基準に基づき、保育の必要性を認定した 

上で給付を行う仕組みです。  

認定は、子どもの年齢と保育の必要性の有無により、以下の３区分となります。 

 

【保育の必要性の認定区分と利用できる教育・保育施設等】 

   

           マン\\\ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保育の必要性を認定する際の客観的基準】 

 

(1) 保育を必要とする事由  

保育を必要とする事由となるものは、下記のとおりです。 

①月 48～64 時間の範囲で市町村が定める時間以上の就労をしていること  

※ 本市においては月 64 時間以上の就労をしていること  

②妊娠中または出産後間がないこと  

③保護者の疾病、障がい 

④同居（長期入院等を含む）親族の介護・看護  

⑤災害復旧      ⑥求職活動 

⑦就学          ⑧虐待やＤＶのおそれがあること  

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること 

⑩その他、上記に類する状態として市町村が認める場合  

 

(2) 保育の必要量  

保育の必要性あり（2 号・3 号）の認定を受けた場合は、その事由により、さらに保育の必要

量を認定します。保育の必要量には「保育標準時間認定（1 日最大 11 時間）」と「保育短時間

認定（1 日 最大 8 時間）」があります。 

※ 最大時間は時間外保育を除きます。 

満３歳以上             満３歳未満 

保 

育 

の 

必 

要 

性 

な 

し 

1 号認定 
 

教育標準時間認定子ども 

 

幼稚園・認定こども園 

保 

育 

の 

必 

要 

性 

あ 

り 

３号認定 
 

満 3歳未満・保育認定子ども 

２号認定 
 

満 3歳以上・保育認定子ど

も 

保育所・認定こども園 

地域型保育事業 

 

保育所・認定こども園 
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本計画の期間は、５年を１期として策定することとされているため、平成 27 年度から平成 31

年度までの５年間を第１期として推進します。その後、計画最終年度である平成 31 年度には計画

の達成状況の確認と見直しを行います。 

また、５年間の計画期間中であっても、様々な状況の変化により見直しの必要性が生じた場合、

適宜、計画の見直しを行っていくものとします。 

 

（年度） 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 
 

        

 
交野市子ども・子育て支援事業計画（本計画） 

   

         

      次期計画 

（平成 32年度～） 

         

 

 

 

 

 

 

本計画の策定にあたっては、子どもの保護者や子育て支援に関する関係機関・団体の代表者、学

識経験者などからなる「交野市子ども・子育て会議」を設置し、検討を行いました。 

さらに、交野市就学前児童・小学生の保護者の方を対象に子育て状況、教育・保育ニーズ、子育

て支援サービスの利用状況等を把握するため、「子ども・子育て支援事業計画にかかるニーズ調査」

により、今後見込まれるニーズを把握するとともに、パブリックコメントを実施し、計画の策定を

行いました。 

 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４  計画の期間 

計画 
策定 

評価・ 
見直し
定 

市 長 

庁内関係部局 

計画の策定 

交野市 

子ども・子育て支援事業計画 

子ども・子育て会議 
公募による市民（子どもの保護者） 

関係機関・団体の代表者 

学識経験者 

市 民 

設置 

意見・提案 

ニーズ調査 

参加 パブリック 

コメント 

５  計画の策定体制 

意見・提案 

交野市 

次世代育成支行動

計画推進委員会 
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   交野市の子ども・子育て 

         を取り巻く状況 
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（１）人口の推移                                 

交野市の人口は、平成 21 年以降、徐々に減少し、平成 26 年３月現在で 78,114 人となっ

ています。また、年齢３区分別人口割合の推移をみると、年少人口割合及び生産年齢人口割合の

減少と高齢者人口割合の増加がみられ、少子高齢化が進展しています。 

 

図表 総人口の推移 

 
 

資料：市情報課（各年 3月末） 

 

 
図表 年齢３区分人口構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市情報課（各年 3月末） 

  

12,395 12,293 12,037 11,857 11,534 11,274 11,020

51,678 51,175 50,516 50,162 49,469 48,337 47,784

14,918 15,748 16,401 16,841 17,536 18,440 19,310

78,991 79,216 78,954 78,860 78,539 78,051 78,114

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）

高齢者人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳） 人口総数

１  人口等の動向 

15.7

15.5

15.2

15.0

14.7

14.4

14.1

65.4

64.6

64.0

63.6

63.0

61.9

61.2

18.9

19.9

20.8

21.4

22.3

23.6

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）
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（２）子ども数等の推移                              

交野市の年少人口割合は、平成７年以降の横ばいから平成 22 年に 15.2％と下がっています

が、国や大阪府に比べると、高い割合を保っています。 

また、世帯数は増加傾向にあるものの、６歳未満の子どものいる世帯数は減少傾向にあり、６

歳以上 18 歳未満の子どものいる世帯数は増加の傾向にあります。 

 
図表 年少人口割合の推移 

 
 

資料：国勢調査 

 

 
図表 子どものいる世帯数（平成 12年から 22年） 

 
資料：国勢調査 
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交野市の子どものいる世帯割合を大阪府、全国と比較すると、６歳未満の子どものいる割合は、

交野市 10.7％、大阪府 8.8％、全国 9.4％、18 歳未満の子どものいる世帯の割合は、交野市

29.2％、大阪府 21.6％、全国 23.1％となっており、大阪府や全国に比べて子どものいる世帯

の割合は高くなっています。 

 

 
図表５ 子どものいる世帯割合の比較 

 
資料：国勢調査（平成 22年） 

 

 

交野市の 0～11 歳人口の推移をみると、平成 20 年では 0～5歳人口は４千人台、6～11 歳

人口は５千人台となっていましたが、平成 2６年にはそれぞれ３千人台、４千人台と減少してい

ます。 

 

 
図表 ０～11歳人口の推移 

 
資料：市情報課（各年 3月末） 

 

 

10.7

29.2

8.8

21.6

9.4

23.1

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

６歳未満のいる世帯 18歳未満のいる世帯

交野市 大阪府 全 国

4,397 4,247 4,138 4,014 3,890 3,785 3,724

5,319 5,280 5,207 5,103 4,940 4,771 4,640

9,716 9,527 9,345 9,117 8,830 8,556 8,364

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）

6～11歳 0～5歳 0～11歳



第 2 章 交野市の子ども・子育てを取り巻く状況 

10 

 

交野市の 0～11 歳の将来人口をみると、平成 2６年より、すべての年齢で減少傾向が見込ま

れています。 

図表 ０～11歳人口の将来推計 

（人） 

区分 H24 H25 H26 
H27 H28 H29 H30 H31 

見込 見込 見込 見込 見込 

0歳 508 559 530 518 512 505 500 498 

1歳 630 533 615 597 601 577 569 564 

2歳 661 640 567 548 533 536 514 507 

3歳 665 674 658 633 612 593 597 573 

4歳 719 668 690 649 626 605 588 589 

5歳 707 711 664 634 596 575 555 539 

6歳 705 714 734 700 669 630 607 587 

7歳 798 724 713 681 651 623 585 564 

8歳 788 793 721 695 664 635 606 570 

9歳 881 790 792 724 699 669 638 610 

10歳 869 881 795 759 696 670 642 613 

11歳 899 869 885 810 775 708 682 653 

 
資料：市健やか総務室 
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（３）出生数・出生率の推移                 

交野市の近年の出生数をみると、平成 20 年は 650 人でしたが、その後減増を経て平成 24

年は 565 人となっています。これにともない、出生率（人口千人あたりの出生数）も同様に変

化し、平成 24 年の出生率は 7.3 パーミルとなっており、国や大阪府よりも低い値で推移してい

ます。 

 
図表 出生数・出生率の推移 

 
 

資料：人口動態統計 ※出生率は人口千対 

  
 

（４）合計特殊出生率の推移                
 

交野市の近年の合計特殊出生率をみると、平成 20 年は 1.24 でしたが、平成 24 年は 1.29

となっており、平成 20年よりも 0.05ポイント上昇していますが、国・府に比べると低い値で

推移しています。 
図表 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：人口動態統計、市健康増進課 ※出生率は人口千対 
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（５）婚姻等の状況                 

交野市の近年の婚姻数をみると、平成 20 年は 358 件でしたが、平成 24 年では 297 件と

なっています。また、離婚数は、平成 20 年の 147 件から平成 24 年では 143 件となってお

り、婚姻率、離婚率ともに府・国に比べて低い値で推移しています。 

 
図表 婚姻の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 離婚の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
 

交野市の未婚率をみると、男女ともに 20～24歳では全国より高くなっていますが、30～34

歳では全国に比べて低い値で推移しています。 

 
図表 未婚率の推移 

【女性】                       【男性】 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
  

93.4
94.2 94.0

93.9 96.0 96.4

69.1
72.3 72.3

66.3
71.4

72.7

42.0
46.8 47.4

31.7

41.3
44.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年 平成17年 平成22年

88.9 90.2 90.2

90.1 93.3 92.8

55.3
62.0

63.7

54.0
59.0

65.4

29.1
34.4

37.9

22.4
30.4 33.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年 平成17年 平成22年

全国20-24歳

交野市20-24歳

全国25-29歳

交野市25-29歳

全国30-34歳

交野市30-34歳

358
332

360

320
297

4.6
4.3

4.6 4.1
3.9

6.1 6.1
5.9

5.6 5.55.8
5.6 5.5

5.2 5.3

3.5

4.5

5.5

6.5

7.5

0

100

200

300

400

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（件/千人）（件）

交野市 婚姻数 交野市 婚姻率 大阪府 婚姻率 全 国 婚姻率

147 142
155

161

143

1.90 1.83 

2.00 2.08 

1.85 

2.37 2.37 2.39

2.23 2.16

1.99 2.1
1.99

1.87 1.87

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（件/千人）（件）

交野市 離婚数 交野市 離婚率 大阪府 離婚率 全 国 離婚率



第 2 章 交野市の子ども・子育てを取り巻く状況 

 

13 

（６）労働力状態 

交野市の平成 22 年の労働力人口は、男性が 21,309 人、女性が 14,523 人となっています。

平成 12 年から比較すると、男性の労働力人口は減少傾向の一方、女性の労働力人口は増加傾向

にあります。 

図表 労働力人口 

【男性】                     【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年） 

 

 

交野市の年齢階級別・男女別の労働力率は、男性では、25～59 歳にかけて労働力率が 9 割

台となっているのに対し、女性では、30 歳代でいったん労働力率が 5割台に落ち込んだ後高く

なり、45 歳以上で低下していきます。40 歳以上では 45～49 歳の 67.0％が最も高い労働力

率となっていますが、25～29 歳の 75.2％と比べると低い値となっています。 

 
 

図表 年齢階級別・男女別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（平成 22年） 
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女性労働力率を、大阪府、全国と比較すると、交野市 42.2％、大阪府 43.9％、全国 47.0％

と、大阪府、全国と比べて低い値となっています。 

また、年齢階級別に比較すると、25 から 29 歳の労働力率が大阪府や全国と比べて高くなっ

ている一方、40 歳以上の労働力は全国と比べ低くなっています。 

 
図表 年齢階級別女性労働力率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（平成 22年） 

 
交野市の年齢階級別・男女別の就業率は、男性では、30～59 歳にかけて就業率が 8 割台と

なっているのに対し、女性では、30 歳代でいったん 5 割台に落ち込んだ後、上昇して 6 割台と

なり、45 歳以上で低下していきます。40 歳以上では 45～49 歳の 63.8％が最も高い就業率

となっていますが、25～29 歳の 69.1％と比べると低い値となっています。 

 

図表 年齢階級別・男女別就業率 

 

 
資料：国勢調査(平成 22年) 
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（６）行政サービス等の状況    

 

①就学前児童の保育等の状況 

  交野市における就学前児童の保育所・幼稚園の利用状況では、平成 2２年度と平成２５年度を

比較すると減少傾向にあります。 

保育所や幼稚園に通わない層（家庭等）も含めて構成割合をみると、保育所児は近年 3 割近く

となっており、また幼稚園児は 4 割台で推移しています。 

 
図表 就学前児童の保育所・幼稚園の利用状況 

 
資料：市こども園課 

 
図表 就学前児童の保育所・幼稚園の利用状況（構成割合） 

 
 

資料：市こども園課 
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②保育所の状況 
 

1)保育所の定員及び園児数の推移 

交野市の認可保育所は、公立保育所３箇所、私立保育園 7 箇所の合計 10 箇所あります。 

平成２２年度からの入所児童数を比較すると、ほぼ横ばいの状況となっています。 

 

図表 保育所の園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：市こども園課 

      

 

 

   2)保育所の待機児童の推移 

交野市の待機児童数は、平成 16 年度の 76 人から大幅な減少を経て、平成 24 年度には待

機児童ゼロとなりましたが、平成 25年度には 13 人となっています。 

 

図表 待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市こども園課 
 

 

3)保育サービス等の状況 
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〇一時預かり事業の利用状況  

保育所（園）に入所していない家庭においても、

保護者の疾病や育児疲れ解消などを理由に一時的に

児童を預かる一時預かり事業を私立保育園 2 箇所で

実施していますが、年間の延べ利用数は平成 24 年

度から減少傾向となっています。 

 

 

 

      
資料：市こども園課                                                       

 

 

 〇休日・夜間保育事業の利用状況 

保護者の就労形態が多様化しているなか、日曜、     

祝日、夜間等にかかる保育事業については、利用   

ニーズが少なくファミリー・サポート・センター事  

業により対応していますが、利用は減少していま 

す。 

 

 

 

 

 

資料：市子育て支援課 
○子育て短期支援事業の実施状況 

（ショートスティ・トワイライトステイ） 

病気・出産・看護・冠婚葬祭・出張などで、 

保護者が夜間も留守になるほか、育児疲れなど     図表 子育て短期支援事業の契約施設数 

一時的に子どもの保育ができないときに、指定     

した施設で一定期間、子どもの預かりを実施し 

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

                                        
 

資料：市子育て支援課 
 

図表 休日・夜間保育の利用状況 

図表 一時預かり事業（延べ利用人数） 
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③幼稚園の状況 

1)幼稚園の定員及び園児数の推移 

交野市の幼稚園は、市立幼稚園３箇所、私立幼稚園 6 箇所の合計 9箇所あります。 

平成２５年度と平成 22年度の園児数を比較すると、市立幼稚園では、２４人の減、私立 

幼稚園では６１人の減となっていますが、市外広域入園者は２１人の増となっています。 

 
図表 幼稚園の園児数の推移 

 

※私立幼稚園の人数には、他市からの市外広域入園を含む。 
資料：市こども園課 

 

④地域の子育て支援の状況 

1)子育て支援拠点事業 

   交野市では、在宅で子育てをする保護者を支援するため、地域子育て支援拠点事業を展開し、

子育ての相談や、遊び場・情報提供、子育て講習会を実施しています。各拠点において、年々

利用者数、相談件数は増加しています。 

 
図表 子育て支援拠点事業の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「ぽらりすひろば」は平成 23年度より実施 

 

資料：市子育て支援課 
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【交野市地域子育て支援センター】 

   区    分 単位 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

来所者 組 4,371 4,890 5,444 7,265 

延べ来所者数（親・子） 人 9,224 9,924 11,072 14,935 

相談件数 件 117 100 53 193 

開所日数 日 196 244 245 245 

【星田地域子育て支援センター】 

   区    分 単位 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

来所者 組 3,302 3,028 2,335 3,148 

延べ来所者数（親・子） 人 6,761 6,323 4,910 6,452 

相談件数 件 18 8 7 41 

開所日数 日 256 254 257 237 

【ぽらりすひろば】 

   区    分 単位 平成 22年度 平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

来所者 組    ― 874 1,241 1,293 

延べ来所者数（親・子） 人      ― 1,748 2,628 2,748 

相談件数 件 ― 64 50 88 

開所日数 日 ―  145 144 143 

【つどいの広場】 

   区    分 単位 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

来所者 組 2,704 2,477 3,603 4,231 

延べ来所者数（親・子） 人 5,838 5,156 7,463 9,031 

相談件数 件 2 4 17 48 

開所日数 日 137 136 132 134 

 

資料：市子育て支援課 

 

2)子育てサロン 

子育てサロンとは、乳幼児を子育て中の人が子連れで歩いていけるところで、校区福祉委員 

や地域のボランティアと一緒に集い、楽しく仲間づくりを行う活動です。 

交野市では、各小学校区福祉委員会により地域の集会所や公民館等の施設において展開して 

います。 

 区    分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

交流会開催 

交流会の種類 研修交流会 子育て支援活動をつなぐ交流会 

開催回数（回） １ ２ ３ ４ 

延参加者数（人） 22 107 118 81 

サロン開催 
開催回数（回） １ 161 168 154 

延参加者数（人） 22 3,509 3,145 3,482 

 
資料：市子育て支援課 
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3)ファミリー・サポート・センター事業 

ファミリー・サポート・センター事業は、子育てを援助してほしい方（依頼会員）と子育てを

援助したい方（提供会員）、またはその両方を行いたい方（両方会員）が行う会員制の相互援助

活動システムです。援助の内容としては、0 歳（おおむね生後 3 か月）から小学校 6 年生まで

の子どもを対象とし、基本的に依頼会員宅での子育て援助や、病院や幼稚園等においての付き添

い保育等、様々な援助について相談に応じており、各会員数については、年々増加しています。 

 

  ■ファミリー・サポート・センターの活動実績 

区 分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

提供会員（人） 71 74 83 87 

依頼会員（人） 327 374 416 464 

両方会員（人） 14 14 17 19 

会員合計（人） 412 462 516 570 

活動件数（件） 2,065 2,553 3,133 1,944 

 

資料：市子育て支援課 

 

 

 

4)ネットワーク事業 

校区福祉委員会、子育てボランティア、子育てサークル、民生委員児童委員、主任児童委員、

子ども家庭サポーター、保育所（スマイルサポーター）、幼稚園などとの関係機関が連携し、情報

を共有し、子育て支援を推進するネットワークの構築を図るものです。交野市に事務局を置きネ

ットワーク会議の開催により、地域ぐるみの子育てネットワークの整備に努めています。 

    

  ■ネットワーク会議の開催 

区 分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

会議の種類 － 

次世代育成支援行

動計画策定作業部

会及び健全育成部

会の合同開催 

全体会 全体会／地区会 

開催回数（回） － 2 3 2／4 

延参加者数（人） － － 118 83／81 

 
資料：市子育て支援課 
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⑤母子保健事業の状況 
 

1)妊婦健康診査補助 

妊婦支援として、母子健康手帳交付時に妊婦への助言、指導等の徹底を図り、安心・安全な妊

娠・出産に向け、全 14回の妊婦健康診査の補助を実施しています。 

 

 

2)こんにちは赤ちゃん訪問事業（乳児家庭全戸訪問事業） 

０～４か月未満児のいる全ての家庭を対象に、助産師・保健師・民生委員児童委員・主任児童

委員が家庭訪問を行い、赤ちゃんの健康状態、産後の生活、育児支援に関する情報提供、育児相

談等を実施しています。 

 

区  分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

出生数（人） 603 508 559 530 

訪問件数（件） 621 539 570 542 

（里帰り児への訪問含む） 

資料：市健康増進課 

 

 

3)乳幼児健診 

乳幼児の健やかな心身の成長を促すため、保健・育児･栄養・むし歯予防など幅広い子育ての

支援を実施しています。 

 

  ■乳幼児健診受診率 

区  分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

4か月 97.1％ 97.0％ 95.6％ 97.4％ 

1歳 6か月 93.0％ 96.9％ 94.2％ 94.5％ 

2歳 6か月 86.5％ 86.6％ 85.6％ 88.6％ 

3歳 6か月 81.0％ 98.4％ 85.9％ 87.3％ 

 
資料：市健康増進課 
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⑥小中学校での状況 
 

1)小学校児童数 

  交野市の小学校児童数は毎年減少傾向にあり、平成１７年と平成２６年の１０年間を比較す

ると、６６５人の減少となっています。 

 
（人）          

区  分 平成 17年  平成 22年  平成 23年  平成 24年 平成 25年 平成 26年 

 交野小 811 734 699 665 617 568 

 星田小 498 444 433 421 423 405 

 郡津小 886 728 684 692 680 659 

 岩船小 363 408 406 386 381 383 

 倉治小 613 605 609 620 619 637 

 妙見坂小 256 436 450 434 403 391 

 長宝寺小 453 362 339 312 285 253 

 旭小 521 486 494 473 448 424 

 藤が尾小 351 428 432 420 398 403 

 私市小 429 429 421 397 393 393 

 合計 5,181 5,060 4,967 4,820 4,647 4,516 
 

資料：市学校管理課、市指導課（各年 5月 1日現在） 

 

 

2)放課後児童健全育成事業 
（人） 

区  分 平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度 

在籍児童数 

（１～４年生） 
657  698 659 638 

 

資料：市青少年育成課 
 

3)中学校生徒数 

  交野市の中学校生徒数は、平成２２年から平成２６年までの５年間では、各年 3,000 人を

超える範囲で増減しています。 

                                                  （人） 

区  分 平成 17年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 

第一中学校 509 539 567 549 531 504 

第二中学校 704 716 706 652 678 671 

第三中学校 577 580 592 623 658 665 

第四中学校 466 517 548 557 554 535 

関西創価中学校 658 658 658 655 650 645 

合計 2,914 3,010 3,071 3,036 3,071 3,020 

 

資料：市学校管理課、市指導課（各年 5月 1日現在） 
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（１）調査実施概要 
 

本計画の策定のため、就学前児童と小学生の保護者を対象に、子育ての状況や教育・保育ニー

ズ、子育て支援サービスの利用の状況等を把握するために「子ども・子育て支援事業計画にかか

るニーズ調査」を実施しました。 

 
■調査実施要項 

調査地域 交野市全域  

調査対象 

●交野市内在住の「未就学児」をお持ちの世帯・保護者 

（就学前児童調査）1,800人  

●交野市内在住の「小学生」をお持ちの世帯・保護者 

（小学生調査）1,200人  

調査期間 平成25年12月19日～平成26年1月16日  

調査方法 
住民基本台帳を基に対象世帯を無作為に抽出 

郵送配布・郵送回収  

回収結果 
●就学前児童調査：856件（回収率：47.6％）  

●小学生調査：564件（回収率：47.0％）  

 

 

（２）調査結果概要 

 

①教育・保育事業の利用状況 

就学前児童の保護者に定期的な教育・保育事業の利用についてたずねたところ、「利用してい

る」が 55.7％となっています。 

 
図表 定期的な教育・保育事業の利用有無／就学前児童（N=856） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

55.7 43.3 0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 不明・無回答

２  ニーズ調査結果の概要 
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定期的に利用している教育・保育事業は、「認可保育所」（50.5％）が最も高く、次いで「幼 

稚園」（29.8％）となっています。 

 
図表 定期的に利用している教育・保育事業／就学前児童（N=477） 

 
 

②放課後児童会の利用状況 

小学生の保護者にたずねた放課後児童会の利用状況は、「利用している」が約２割（20.2％）

に対して、「利用していない」が約８割（79.1％）となっています。 

 
図表 放課後児童会の利用状況／小学生（N=564） 

 
 

③放課後の過ごし方 

放課後児童会を利用している小学生の保護者に、小学校４年生以降の放課後の過ごし方をたず

ねたところ、「放課後児童会を利用したい」（63.2％）が最も高く、次いで「スポーツクラブや

学習塾などの習い事をさせたい」（40.4％）となっています。 

希望する利用学年は、「６年生まで」（90.3％）が最も高くなっています。 

 
図表 小学校４年生以降の放課後の過ごし方／小学生（N=114）    図表 放課後児童会の希望利用期間

／小学生（N=72） 
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家庭的保育
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ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

20.2 79.1 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 不明・無回答

63.2 

39.5 

40.4 

24.6 

4.4 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80%

放課後児童会を利用したい

放課後子ども教室（フリースペース）

を利用したい

スポーツクラブや学習塾などの

習い事をさせたい

子どもに自宅の留守番をしてもらう

その他

不明・無回答

0.0 

8.3 

90.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4年生まで

5年生まで

6年生まで

不明・無回答
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次年度就学予定者の保護者にたずねた就学後の放課後の過ごし方については、小学校１～３年

生の間及び小学校４～６年生の間ともに「自宅」が最も高く、それぞれ 57.8％、67.0％となっ

ています。次いで、小学校１～３年の間は「放課後児童会」（45.0%）、「習い事」（42.2%）、小

学校４～６年生の間では「習い事」（61.5%）、「放課後子ども教室」（28.4%）となっています。 

 
図表 放課後の過ごし方／就学前児童（N=109） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後児童会を利用していない小学生の保護者に、放課後児童会の利用意向をたずねたところ、

約９割（89.5％）の方が「今後も利用しない」と回答しています。 

 
図表 放課後児童会の利用意向／小学生（N=446） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④子どもの遊び場について 

子どもの遊び場について日頃感じることをたずねたところ、就学前及び小学生の保護者ともに

「雨の日に遊べる場所がない」が最も高く、それぞれ65.8％、68.6％となっています。次いで、

就学前では「遊具などの種類が充実していない」（55.6％）、「公園など遊び場のトイレがお

むつ替えや親子での利用に配慮されていない」（47.5％）となっており、小学生では「思い切

り遊ぶために十分な広さがない」（57.6％）、「遊具などの種類が充実していない」（55.9％）

となっています。  

57.8
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45.0
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0.9

42.2
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13.8

4.6

67.0

19.3

25.7

28.4
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0.9

18.3

6.4
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自宅

ご自身や配偶者の親・親せきの家、友人・知人の家

放課後児童会

放課後子ども教室（フリースペース）

児童館（第1児童センター）

習い事

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

不明・無回答

小学校１～３年生

小学校４～６年生

7.6 89.5 2.9 
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利用したい 今後も利用しない 不明・無回答
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図表 子どもの遊び場について日頃感じること 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
子どもの遊び場についての満足度は、就学前児童で「満足していない」が最も高く（61.2％）、

次いで「どちらとも思わない」（20.8％）となっています。 

また、小学生では「満足していない」が最も高く（68.6％）、次いで「どちらとも思わない」

（19.0％）となっています。 

 
図表 子どもの遊び場についての満足度 
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不衛生である
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遊具などの設備が古くて危険である

緑や水辺など子どもが自然にふれあう場が少ない
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公園など遊び場のトイレがおむつ替えや親子での利用に配慮されていない

遊び場周辺の道路が危険である

遊び場に行っても子どもと同じ歳くらいの遊び仲間がいない

その他

特に感じることはない

不明・無回答

就学前（N=856）

小学生（N=564）

11.4

8.7

61.2

68.6

20.8

19.0

4.8

1.8

1.8

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（N=856）

小学生（N=564）

満足している 満足していない どちらとも思わない わからない 不明・無回答
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⑤子どもの悩み 

保護者にたずねた子どもに関することで悩んでいる・気になることについては、就学前、小学

生ともに「子どもの教育に関すること」が最も高く、それぞれ 32.6％、45.2％となっています。

次いで、就学前では「食事や栄養に関すること」（31.8％）、「病気や発育発達に関すること」

（31.7％）、小学生では「子どもの友だちづきあいに関すること」（41.3％）、「特にない」（18.4％）

となっています。 

 
図表 子どもに関することで悩んでいる・気になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥保護者の悩み 

保護者にたずねた自身に関することで悩んでいる・気になることでは、「仕事や自分のやりた

いことなど自分の時間が十分取れないこと」が就学前で最も多く 45.1％、小学生で 34.2％と

なっており、「子育てにかかる出費がかさむこと」が就学前で 34.8％、小学生で最も高く 42.6％

となっています。続いて「子育てのストレスなどから子どもにきつくあたってしまうこと」が就

学前で 27.5％、小学生で 23.4％となっています。 

 

図表 自身に関することで悩んでいる・気になること 
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配偶者以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子育てのストレスなどから子どもにきつくあたってしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

住居がせまいこと

特にない

その他

不明・無回答

就学前（N=856）

小学生（N=564）

31.7

31.8

16.8

16.7

32.6

24.2

3.2

23.2

4.9

3.4

17.7

14.4

16.1

17.7

45.2

41.3

1.2

18.4

4.4

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

病気や発育発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友だちづきあいに関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

特にない

その他

不明・無回答

就学前（N=856）

小学生（N=564）
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⑦相談先 

就学前児童の保護者にたずねた気軽に相談できる先は、「配偶者」（92.0%）が最も高く、次

いで「友人や知人」（90.4%）、「ご自身の親や配偶者の親、親せき、（同居している）家族」（90.2%）、

となっています。 

小学生の保護者にたずねた気軽に相談できる先は、「配偶者」が最も高く（92.0％）、次いで

「友人や知人」（89.5％）、「ご自身の親や配偶者の親、親せき、（同居している）家族」（85.7％）、

となっています。 

図表 気軽に相談できる先（人、場所）／就学前児童（N=815） 図表 気軽に相談できる先（人、場所）（N=523） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧仕事と子育てを両立させる上での課題 

保護者にたずねた仕事と子育てを両立させる上での課題は、就学前、小学生ともに「子どもや

自分が病気やけがをしたときに代わりに子どもをみてくれる人がいないこと」が最も高く、それ

ぞれ 58.1％、53.0％となっています。「残業や出張が入ること」が就学前で二番目に高く 40.9％、

小学生では 39.7％となっており、「子どもと接する時間が少ないこと」が就学前で 39.4％、小

学生では二番目に高く 40.8％となっています。 

図表 仕事と子育てを両立させる上での課題 

 

 

 

 

  

40.9

58.1

26.1

6.4

30.5

29.0

4.1

23.5

39.4

5.8

5.6

39.7

53.0

24.5

6.2

21.8

20.0

6.7

5.7

40.8

10.1

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

残業や出張が入ること

子どもや自分が病気やけがをしたときに代わりに子どもをみてくれる人が

いないこと

配偶者の協力が得られないこと

ご自身や配偶者の親などの理解が得られないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと

職場の理解や協力が得られないこと

子どものほかにご自身や配偶者の親などの介護をしなければならないこと

子どもを預かってくれる保育所などがみつからないこと

子どもと接する時間が少ないこと

その他

不明・無回答

就学前（N=856）

小学生（N=564）

92.0 

90.2 

90.4 

46.7 

35.3 

52.9 

32.5 

30.7 

4.9 

53.4 

14.5 

15.3 

6.3 

0.7 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者

ご自身の親や配偶者の親、親せき、

（同居している）家族

友人や知人

近所の人

地域における子育て支援サービスの場

市役所（ゆうゆうセンター）で

行っている子どもの健診時

幼稚園の先生

保育所の先生

民生委員児童委員、主任児童委員

かかりつけの医師

市役所の子育て支援課

携帯電話やインターネットの

交流サイト

キンダ―カウンセラー

スマイルサポーター

その他

92.0 

85.7 

89.5 

56.8 

66.0 

13.8 

35.2 

2.1 

37.9 

2.3 

5.4 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者

ご自身の親や配偶者の親、親せき、

（同居している）家族

友人や知人

近所の人

小学校の先生

放課後児童会の指導員

ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾などの習い事の先生

民生委員・児童委員、主任児童委員

かかりつけの医師

市役所の教育相談の窓口

携帯電話やインターネットの

交流サイト

その他
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⑨子育て支援サービスの利用意向 

就学前児童の保護者にたずねた子育て支援サービスの今後の利用意向は、「北河内夜間救急セ

ンター」が最も高く（69.3％）、次いで「織姫ねっと☆」（50.0％）、「保育所・幼稚園の園庭な

どの開放・相談」（46.4％）となっています。 

 
図表 子育て支援サービス・事業の今後の利用意向／就学前児童（N=856） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

36.0 

32.5 

28.3 

27.9 

46.0 

41.0 

36.0 

21.7 

34.2 

21.0 

46.4 

31.5 

14.5 

19.6 

36.3 

44.2 

50.0 

12.6 

69.3 

38.2 

48.6 

56.0 

50.1 

36.6 

42.1 

46.6 

61.7 

47.8 

61.1 

37.6 

50.7 

66.2 

63.3 

47.5 

38.4 

33.4 

67.5 

15.1 

25.8 

18.9 

15.8 

22.0 

17.4 

16.9 

17.4 

16.6 

18.0 

17.9 

16.0 

17.8 

19.3 

17.1 

16.1 

17.4 

16.6 

19.9 

15.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

こんにちは赤ちゃん<新生児>訪問

市で実施する子育て講演会

ファミリー・サポート・センター事業

児童館

子育ての相談窓口

市が実施する教室

交野市地域子育て支援センター開放・教室等

星田地域子育て支援センター開放・教室等

つどいの広場開放・教室等

ぽらりすひろば開放・教室等

保育所・幼稚園の園庭などの開放・相談

子育てサロン

アリス

子育てサークル

市民が自主的に行っている教室

子育てマップ

織姫ねっと☆

養育支援家庭訪問事業

北河内夜間救急センター

はい いいえ 不明・無回答



第 2 章 交野市の子ども・子育てを取り巻く状況 

30 

⑩充実してほしい子育て支援サービス 

就学前児童の保護者にたずねた充実してほしい子育て支援サービスでは、「親子が安心して集

まれる公園などの屋外の施設を整備する」が最も高く（74.2％）、次いで「小児救急など安心し

て子どもが医療機関を利用できる体制を整備する」（73.4％）、「子連れでも安心して出かけられ

るよう、オムツ替えや授乳のためのスペースづくりや、歩道の段差解消などの「子育てのバリア

フリー化」に取り組む」（64.6％）となっています。 

小学生の保護者にたずねた充実してほしい子育て支援サービスでは、「小児救急など安心して

子どもが医療機関を利用できる体制を整備する」が最も高く（67.2％）、次いで「育児休業給付、

児童手当、扶養控除の拡充などの子育て世帯への経済的援助の拡充」（59.0％）、「親子が安心し

て集まれる公園などの屋外の施設を整備する」（55.7％）となっています。 

 
 

図表 充実してほしい子育て支援サービス／就学前児童（N=856） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.2

43.1

43.0

64.6

27.2

30.1

25.6

12.6

54.6

46.6

22.5

73.4

48.5

18.7

64.1

13.1

10.3

1.6

1.3

55.7

22.2

33.9

35.8

22.3

22.2

15.4

7.3

35.3

37.4

21.5

67.2

41.0

9.4

59.0

7.8

10.8

2.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

親子が安心して集まれる公園などの屋外の施設を整備する

親子が安心して集まれる保育所や幼稚園の園庭、室内の開放を増やす

親子が安心して集まれるつどいの広場などの屋内の施設を整備する

子連れでも安心して出かけられるよう、オムツ替えや授乳のためのスペース

づくりや、歩道の段差解消などの「子育てのバリアフリー化」に取り組む

子育てに困ったときの相談体制を充実する

子育て支援に関する情報提供を充実する

子育て中の親の仲間づくりや子育ての知識や技能の取得に役立つ親子教室

の開催回数の増加と内容の充実を図る

子育てサークル活動への支援を充実する

保育所や放課後児童会など子どもを預ける施設を増やす

幼稚園における早朝、夕方の預かり保育の延長や夏休みなどの預かり保育

などを充実する

専業主婦など誰でも気軽に利用できるＮＰＯなどによる

子育て支援サービスに対する支援を行う

小児救急など安心して子どもが医療機関を利用できる体制を整備する

子どもの安全を確保する対策を充実する

子育ての講座など子育てについて学べる機会をつくる

育児休業給付、児童手当、扶養控除の拡充などの子育て世帯への

経済的援助の拡充

公営住宅の優先入居など住宅面での配慮や支援に取り組む

その他

特になし

不明・無回答

就学前（N=856）

小学生（N=564）
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交野市次世代育成支援行動計画（後期計画）においては、「子どもいっぱい元気な“かたの”」 

 を基本理念のキャッチフレーズに、子どもたち自身の“子育ち”、子育てする人・家庭の“子育 

て”、地域の“和”の視点から総合的に子育て支援を行ってきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの取り組み 
 

                      １－１ 交流支援ネットワークの形成 

                      １－２ 地域との連携による子育ち支援 

 

 

 

                      ２－１ 仕事と生活の調和 

                      ２－２ すべての子育て家庭を支える多様な保育 

サービス 

                                         ２－３ 自立支援と経済的負担の軽減 

 

 

３－１ 子どもの人権尊重と権利擁護 

                                          ３－２ 母親・子どもの健康と安心の確保 

                      ３－３ 「いのち」、「食」、「人」とのつながりを 

大切にできる子どもの育成 

３－４ 障がいのある子どもへの支援の充実 

 

 

                                          ４－１ 次代の親の育成  

                                           ４－２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校 

の教育環境等の整備 

                                           ４－３ 生涯学習と家庭教育の充実 

 

 

                                          ５－１ ゆとりとうるおいのある環境づくり 

                      ５－２ 子どもの安心・安全の確保 

 

 

 

施策の体系    

●基本理念 

キャッチフレーズ   子どもいっぱい 元気な “かたの〟 

●３つの基本視点 

１）子どもたち自身の“子育ち”の視点 

２）子育てする人・家庭の“子育て”の視点 

３）地域の“和”の視点 

1．地域ぐるみの子育ち・子育て

支援への取り組み 

 

２．すべての子育て家庭を支え

る取り組み 

 

４．子どもの豊かな育ちを支え

る取り組み 

５．安心・安全でうるおいのある 

生活環境づくりの取り組み 

３．人権、いのち、健康を守る 

取り組み 
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交野市次世代育成支援行動計画（後期計画）では、達成すべき目標事業量を設定しました。 

その進捗状況は次のとおりです。 

特定事業１７事業中、７事業（地域子育て支援拠点事業、子育て短期支援事業等）は目標数値 

を達成、２事業（一時預かり事業、放課後児童健全育成事業）は目標数値を未達成、４事業（児 

童館型の地域子育て支援拠点事業、特定保育事業等）は、他施策の活用促進による対応を行い、 

４事業（病児保育、一時預かり事業【地域密着型】）は実施に向け検討を行いましたが、目標年

度での開設は未実施となっています。 

 

事業名 指数 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 
平成26年度

目標 
担当課 

地域子育て支

援拠点事業 

【ｾﾝﾀｰ型】 

 

施設数 
１か所 

 
交野市地域

子育て支援

センター 

 

２か所目 

開設 
星田地域子

育て支援セ

ンター 

   ２か所 

子育て支援課 

 

 

地域子育て支

援拠点事業 

【ひろば型】 

 

 

施設数 

 
開催日数 

１か所 
つどいの広場 

 

 

 

 ２か所 
ぽらりす 

ひろば開設 
  ２か所 

 

地域子育て支

援拠点事業 

【児童館型】 

 

第 1児童

センター

（いくの） 

未実施 検討 
※ひろば事業（ぽらりすひろば）が近くに   

できたため。児童館型の支援センター実施

については一旦、検討を終了する。 

実施に向

け検討 

 

一時預かり

事業 

【保育所型】 

 

施設数 

 ２か所 

１８人 
星田保育園

交野保育園 

 

 
   

３か所 

３０人 
こども園課 

 

一時預かり

事業 
【地域密着型】 

 

定員 

施設数 

 

未実施 

 制度及び実施是非の検討 検討 

子育て支援課 

 

 

 

 

トワイライト 

ステイ事業 

 

 

施設数 
 

市外 

３か所 

     

３か所 

 

ショート 

ステイ事業 

 

 

施設数 
 

市外 

３か所 

    

市外 

４か所 

 

３か所 
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事業名 指数 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 
平成26年度

目標 
担当課 

ファミリー・サ

ポート・センタ

ー事業 

 

施設数 

会員数 

提供会員 

両方会員 

 

１か所 
 

６２人 

７人 

 

 

 

７１人 

１４人 

 

 

 

７４人 

１４人 

 

 

 

８３人 

１７人 

 

 

 

８７人 

１９人 

１か所 
子育て支援課 

 

 

延長保育事

業 

 

 

施設数 １０か所 
 

 

   

 
  １０か所 こども園課 

 

病児対応型

事業 

  

未実施 実施に向け検討  新規実施 

子育て支援課 

病後児対応

型事業   未実施 実施に向け検討 新規実施 

 

体調不良児

対応型事業 

 

 

 

未実施 実施に向け検討 新規実施 

 

こども園課 

 

 

特定保育事業 
 

 

 

未実施 

 

 

ファミリー・サポート・センターの活用促進による

対応を検討 

 

実施に向

け検討 

 

通常保育事業 

 

 

施設数 

定員 

 

１０か所 

1,115児 

     

１０か所 

 

休日保育事業 

 

  

未実施 

 

ファミリー・サポート・センターの活用促進による

対応を検討 

 

当面実施

しない 
 

夜間保育事業 

 

  

未実施 

 

ファミリー・サポート・センターの活用促進による

対応を検討 

 

当面実施

しない 
 

放課後児童 

健全育成事業 

 

 

施設数 

 

12か所 

（10校） 

680人 

18：15まで 

    

 

 

 

時間延長 

等の拡充 

 

 
青少年育成課 
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子育てを地域社会全体で支えるため、地域の関連機関等と連携して子育て支援のネットワー

ク化を図り、子育て家庭に、より身近でより利用しやすい子育て支援の充実を図り、子育てを

する家庭や子どもたち自身を地域全体で支えていく地域ぐるみの子育ち・子育て支援に取り組

みました。 

 

 

  現  状 

 

 

◆子育てを地域社会全体で支えるために、子育て支援ネットワークの構築に取り組み、子育て

支援活動をつなぐ交流会（全体会２回）、地域の特性に合わせた中学校区別の地区会（４回）

を社会福祉協議会と子育て支援拠点（４箇所）の協働で実施している。 

◆親子で集える場、親同士の出会いと交流、相談の場として、ひろば事業を 2 箇所設置。 

◆相談支援体制として、各相談機関での窓口周知、気軽に相談できる体制づくり、関係機関と

の連携に努め、子育て支援情報の提供方法として、子育てマップ（2,500 部）を作成し、

こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業）時、転入時などに配布を行う。また、よ

りタイムリーな情報提供として、インターネットを活用した『織姫ねっと』子育てポータル

サイトを開設している。 

◆豊かな自然環境を生かし、農業体験、環境教室や講座、いきものふれあいセンター主催行事

等を行い、次世代へ豊かな自然環境を継承していく取り組みを実施している。 

◆子どもの居場所づくりとして、学童期はフリースペース（10 校）、放課後児童会活動（10

校）、児童センターの充実に努めている。 

◆都市公園（26 箇所）、ちびっこ広場（109 箇所）については、地域と協力連携し、維持管

理に向けての取り組みを実施している。 

◆世代間交流として、保育所、幼稚園、校区福祉委員会おいて、地域の人生経験豊かな方達の

協力で、伝承遊びや季節行事、環境などをテーマに事業を実施している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．地域ぐるみの子育ち・子育て支援への取り組み 
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課題と方向性 
 

                       子ども・子育て支援事業計画 

位置づけ 

 

◆子育てを地域社会全体で支えるために、 

子育て支援ネットワークの充実 

 

 

⇒ P.58～59  

基本目標３基本施策１に記載 

 

 

◆子育て親子の交流の場の継続と充実 

（開催曜日、時間等の拡充） 

 

 

⇒ P.60 基本目標３基本施策３に記載 

 

 

◆市民に便利でわかりやすい情報提供の継続実

施、相談支援体制の充実 

 

⇒ P.59  基本目標３基本施策２に記載 

 

 

◆交野市の魅力である豊かな自然環境を 

生かした取り組みの充実と継続 

 

 

 

⇒ P.61  基本目標３基本施策４に記載 

 

 

◆放課後児童会の運営内容の充実 ⇒ P.48  基本目標１基本施策２に記載 

P.62  基本目標３基本施策５に記載 

 

 

◆「放課後子ども総合プラン」の推進 

 ・放課後児童会と放課後子供教室の連携 

 ・放課後子供教室の充実 

 ・小学校の余裕教室の活用など 

 

 

 

 

⇒ P.61  基本目標３基本施策５に記載 

 

 

◆公園等の維持管理の継続 

市民ニーズの高い遊び場の整備等 

 

 

⇒ P.61～62  

基本目標３基本施策５・６に記載 

 

 

◆地域の人生経験豊かな方たちの協力を得て 

交野の歴史や伝承遊び等と地域活動 

世代間交流活動事業等で継続実施 

 

 

 

⇒ P.61  基本目標３基本施策４に記載 
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」 

 

 

仕事と子育てが両立できるよう、すべての子育て家庭が多様なライフスタイルを選択するこ

とができる子育て支援策や保育サービスの充実に努め、また、子育てにかかる経済的負担の軽

減に努めました。 

 

 

  現  状 

 

 

◆共働き世帯が増加し、本市の女性就業率も増加傾向にあるため、仕事と子育てが両立できる

環境づくりとして、子育てに関する意識啓発、育児休業及び看護休業制度等の普及啓発を実

施している。 

◆地域と子育て家庭をつなぐ仕組みづくりとして、地域子育て支援センターを開設（２か所設

置）するとともに、子育ての相談や遊び場・情報交換、子育て講習会等を実施し、子育て家

庭と地域をつなぐ地域の子育て支援拠点としての充実に努めている。 

◆子育て不安などを抱える家庭等を訪問し、こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業）

及び未熟児訪問の実施や乳幼児健診未受診児訪問を積極的に実施している。 

◆保護者の病気やリフレッシュ等、一時的に子どもを預ける必要がある時に利用できる、一時

預かり事業、トワイライトステイ事業、ショートステイ事業、ファミリー・サポート・セン

ター事業を実施している。 

◆多様なニーズに応じた保育サービスとして、待機児童の解消に努め、延長保育、障がい児保

育を全保育所（10 園）で実施するとともに、障がい児保育の充実に向け、療育機関（機能

支援センター等）との交流保育等の取り組みを実施している。 

◆休日保育、夜間保育、特定保育については、ファミリー・サポート・センター事業で対応し

ている。 

◆病児保育については、実施に向け調査を行い医療機関に対して開設を働きかけている。 

◆職場環境の改善については、家庭、事業主・企業へ随時啓発に努め、職場体験学習の制度受 

入を依頼し、積極的な子育て支援施策の受入れを依頼するための取組を実施している。また、

年 1 回男女共同参画フェスティバル開催している。 

  

２．すべての子育て家庭を支える取り組み 

http://katano.mypl.net/shop/00000317072/news?d=541047
http://katano.mypl.net/shop/00000317077/news?d=739176
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課題と方向性 

                       子ども・子育て支援事業計画 

位置づけ 

 

 

◆仕事と生活の調和の実現のための働き方の 

見直し及び仕事と子育ての両立のための基盤

整備 

 

 

⇒ P.52 基本目標１基本施策６に記載 

 

 

 

◆地域子育て支援センターの周知及び機能拡充 

一時預かり事業、ファミリー・サポート・セ

ンター事業の拡充 

 

 

⇒ P.48 基本目標１基本施策２に記載 

P.60 基本目標３基本施策３に記載 

 

 

◆待機児童の解消、 

延長保育、休日保育、夜間保育、特定保育に

ついて検証 

 

 

⇒ P47～48 

基本目標１基本施策２に記載 

 

 

◆病児保育の実施。 

体調不良児保育の実施に向け検討 

 

⇒ P.48 基本目標１基本施策２に記載 

 

 

◆障がい児保育の推進  

⇒ P.50 基本目標１基本施策４に記載 

 

 

◆自立支援の相談機能、 

情報提供の充実、 

就労支援、 

生活面への支援、 

子育て世帯への経済的支援の継続実施 

 

 

 

 

⇒ P.51～52 

基本目標１基本施策５、6 に記載 
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児童虐待や不登校などの問題がより深刻化し、心身ともに健やかな子どもを育むことの必要

性が一層高まるなか、子どもがのびのびと成長していけるよう子どもの人権を守る取り組みを

行いました。また、安心して子どもを生み、ゆとりを持って健やかに子どもを育てることがで

きるよう、母と子の健康づくりと子どもの心身の健やかな発達を支援するとともに、思春期か

らの健康づくりや食育、障がいのある子どもへの支援など、子どものいのち、健康を守る取り

組みを推進しました。 

 

 

  現  状 

 

◆児童虐待等の問題に対応するため、交野市要保護児童対策地域協議会（代表会議１回/実務

者会議 13 回）を開催するとともに、児童虐待研修会（３回）を実施し、児童虐待の早期発

見と予防に努めている。 

◆いじめ不登校への対応として教育相談員等（７人）、スクールカウンセラー（４人）の積極

的な活用や関係機関との連携を行い、教職員研修会の開催、情報交換、交野警察の協力のも

と、生徒指導体制強化を実施している。 

◆母親・子どもの健康と安全の確保のため、妊婦から乳幼児と対象者に合わせての教室を実施

し、親同士の交流や育児不安の解消、孤立しない子育て環境づくり、親育てへの支援を実施

している。 

◆安全な出産・妊娠と新生児の健康確保のために、妊婦健康診査補助（補助回数 14 回）を実

施している。また、こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業）及び未熟児訪問を実

施し、産後早期に各家庭と関わる機会に努め、より良い育児環境整備支援を実施している。 

◆思春期保健事業として市内小中学校への性教育に関する啓発物品の貸出しや思春期保健教

室を実施するとともに、思春期の相談体制としてスクールカウンセラーの積極的な活用を行

っている。また、薬物乱用防止教室を全小・中学校で実施している。 

◆マタニティー教室や子育てサロン、乳幼児健診において禁煙指導を実施している。 

◆食育への取り組みとして食中毒防止、幼少期の栄養指導、学童期の食に関する指導、地域事

業への出前講座等を実施し、安心・安全な地場産の食材、旬のものを取り入れ、食育指導を

実施している。 

◆障がいのある子どもの家庭への支援として、乳幼児健診、やくそく健診を実施している。ま

た、保育所や幼稚園入所児に対し巡回相談を実施し、他機関と連携した支援を実施している。

療育機関（機能支援センター）では、個別支援計画を作成し、療育、保護者研修会、障がい

の理解や子どもとの関わり等の相談、助言・指導を実施している。保育所では、障がい児保

育を実施し、配慮の必要な子どもに対して個別指導計画を作成するとともに、学校を含む関

係機関と連携している。 

◆ライフステージを通じて一貫した支援を行うため、就学支援シートの活用や学童期には専門

チームによる巡回相談を実施している。また、障がい児関連施策のネットワークとして、関

係機関による交野市子ども健全育成連絡会障がい児部会を実施している。 

３．人権、いのち、健康を守る取り組み 
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課題と方向性 

                       子ども・子育て支援事業計画 

位置づけ 

 

 

◆児童虐待防止対策、 

社会的養護体制、 

母子家庭及び父子家庭の自立支援の充実 

 

 

⇒ P.49、51～52 

基本目標１基本施策 3、５に記載 

 

◆出産から健やかな育児へと切れ目のない支援

及び、ハイリスク妊婦フォロー及び、 

乳幼児健診未受診フォローの徹底 

こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問

事業）及び未熟児訪問により、産後の家庭状

況の把握を行い、早期に必要な支援を行うこ

とを徹底 

 

 

 

 

 

 

⇒ P.46～47 

基本目標１基本施策１に記載 

 

 

◆保護者の問題解決力が高まるよう、健康教育

や親育てへの支援の充実 

◆疾病の早期発見・早期治療等につなげられる

よう、医療に関する情報提供や健診等の継続

実施 

 

 

 

⇒ P.46～47 

基本目標１基本施策１に記載 

 

 

◆市内公立小中学校での思春期保健事業の実施

を通して、各小中学校との連携（相談対応や

情報提供等）を強化 

喫煙に関して幼児、保護者、妊婦など様々な

年代に向けての啓発を徹底 

 

 

 

 

⇒ P.55 基本目標２基本施策４に記載 

 

 

 

◆食育に関しては、平成 25 年度に策定した健

康増進計画及び食育推進計画を踏まえて、関

係機関等との輪を広げ、既存事業の充実及び

拡充 

 

 

⇒ P.56 基本目標２基本施策５に記載 

 

 

 

◆障がい児のライフステージを通じ、一貫した

障がい福祉理念と仕組みのなかで、障がい施

策の検討及び質の向上 

 

 

⇒ P.50～51 

基本目標１基本施策４に記載 
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次代の担い手である子どもたちに「生きる力」を育むため、家庭、学校、地域が連携して子

育て環境を充実させていくことが重要なことから、家庭、学校、地域の教育力を向上させるこ

とによって子どもの生きる力の育成を図り、子どもの豊かな育ちを支える取り組みを推進しま

した。 

 

 

  現  状 

 

 

◆将来、親となる子ども達に、乳幼児とふれあう場として、職場体験学習やふれあい体験（全

中学校）を継続的に実施している。 

◆男女平等教育推進委員会及び教職員研修会を実施し、男女平等教育の推進を図っている。 

◆どの子も平等に教育を受けるという視点から幼保一元化の充実に努め、家庭や地域との連携

を深めるため、就園前児童を対象に施設開放を実施している。また、就学前児童及びその保

護者に絵本のすばらしさを伝える取り組みとして、乳幼児健診時にブックスタートを実施し

ている。 

◆個々に応じた教育の推進のため、情報交換、就学支援シートを活用しスムーズに就学できる

ように取り組み、少人数授業、道徳教育全体計画、年間指導計画を作成し、ICT 機器の活用

した指導方法の工夫改善を実施している。 

◆教職員研修において、教職員の意欲・資質能力の向上と学校組織の活性化のため、研修会を

実施している。また、地域に根ざした学校づくりのため学校評議員を委嘱し、学校運営の改

善に向けた取り組みを実施するとともに、学校の安全対策として、防犯教室、訓練を実施し

ている。 

◆教育コミュニティづくりを推進するため、学校外の多様な人材を活用し、フリースペース事

業の学び舎キッズなどの放課後子供教室、また学校の応援団として地域が支援する学校支援

地域本部事業などを実施している。 

◆交野市スポーツ推進委員による専門的なスポーツ指導など、親子でスポーツ文化活動を気軽

に利用してもらえる機会を多く設けている。 

◆市民フォーラムを開催し、子育てについて交流しながら学びあえる機会の提供や、「交野お

りひめ大学」を含め、子どもが参加できる各種イベントを実施している。 

◆大阪府子ども家庭サポーターによる子育て経験者の実体験を交えた家庭教育学級は、子育て

に不安をもつ保護者のアドバイザーとして、学級の開催を実施している。 

 

  

４．子どもの豊かな育ちを支える取り組み 
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課題と方向性 

                       子ども・子育て支援事業計画 

位置づけ 

 

 

◆保育所、幼稚園から就学に向けての連携強化、 

子育てを学ぶ機会の充実 

 

 

⇒ P.53～55  

基本目標２基本施策 1～３に記載 

 

 

◆男女共同の子育てを推進  

⇒ P.52 基本目標１基本施策６に記載 

 

 

◆男女共同参画教育の推進のための研修、 

幼少期からの取り組みの継続実施 

 

 

⇒ P.52 基本目標１基本施策６に記載 

 

 

◆職場体験学習、講習会等の継続実施  

⇒ P.54～55 

基本目標２基本施策３に記載 

 

 

◆スポーツ・文化活動の推進、図書館活動の推

進 

 

 

⇒ P.57 基本目標２基本施策７に記載 
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子育てを安心して行うことができるよう、公共施設等において子どもの視点を盛り込んだバ

リアフリーのまちづくりを推進するとともに、ゆとりとうるおいが感じられる子育て環境づく

りに努める。 

また、交通安全対策や防犯対策に取り組み、子どもが犯罪に巻き込まれないよう地域住民と

ともに安心・安全のまちづくりを推進しました。 

 

 

  現  状 

 

 

◆子育てにやさしいまちをめざし、公共施設に授乳室等を設置し、ハード面の整備を行ってい

る。また、遊び場情報として、「織姫ねっと」に地図と写真で情報発信を実施している。 

◆景観法に基づく景観行政団体の認定を受け、より良い景観施策の検討を進め、安全な住宅対

策として、耐震診断、耐震改修補助を実施している。 

◆子どもへの交通安全教室、チャイルドシート使用の啓発普及を実施している。 

◆子どもを犯罪から守るための活動として、子ども 110 番の周知、防犯講習会、非行防止教

室等の実施し、子どもを地域で見守る取り組みとして、下校時の見守り等を実施している。 

 

 

課題と方向性 

                       子ども・子育て支援事業計画 

位置づけ 

 

◆景観法に基づき、良好な景観、まちづくりの

推進 

 

⇒ P.62 基本目標３基本施策６に記載 

 

 

◆道路の整備及び交通安全の推進、チャイルド

シートの普及啓発を継続実施 

 

⇒ P.62 基本目標３基本施策６に記載 

 

 

◆防犯講習会、設備整備、子どもの見守り活動

の継続実施 

 

⇒ P.62 基本目標３基本施策６に記載 

 

 

◆相談体制の充実、地域での子どもの見守り活

動の継続実施 

 

⇒ P.62 基本目標３基本施策６に記載 

 

５．安心･安全でうるおいのある生活環境づくりへの取り組み 
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第４章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計画の基本的な考え方 
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少子化の進行に伴う子育て環境は、女性の社会参加に伴う共働き世帯の増加などをはじめ、

地域のつながりの希薄化を背景とし、子育てに対する負担感や孤独感を感じる親が増えてきて

おり、子どもの健全な育成に大きな影響を与えています。そのような中で、子どもが健やかに

成長できるよう、家庭や地域、学校、園（所）などが子どもの視点に立ち、子どもたちの権利

が十分に尊重される子育て社会をつくりあげていくことが求められています。 

 

このような状況に対応していくため、本計画では、これまでに推進してきた「子らの笑顔 み

んなの宝 子育て応援プラン ～交野市次世代育成支援行動計画（後期計画）～」の基本理念、

基本視点を継承し、地域全体で子どもや子育て家庭への理解を深め支援し、安全で安心して子

育てができる環境を整えるとともに、すべての子どもが心豊かに育ち、併せて、保護者が喜び

や生きがいを感じながら子育てできるまちをめざします。 

 

子どもは、未来のまちの担い手です。 

次代の主役である子どもの育ち、子育てを地域全体であたたかく応援し見守っていくことは、

“かたの”の元気、活力へとつながっていきます。未来に、元気、笑顔があふれるまちづくり

をめざして、下記を計画の基本理念として定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

１  基本理念 
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本計画では、基本理念を実現するための施策の柱として、以下の３つの基本目標を掲げ、子

ども・子育て支援を進めます。 

 

【基本目標１】 

すべての子育て家庭を支える まちづくり 

核家族化の進行と地域社会の連帯感の希薄により、育児のための知識や技術が親から子へ、

または地域住民同士の間で伝えられにくくなり、若い親は相談相手もないまま子育てにとり

くまなければならず、育児をする母親が孤立してしまい、育児不安やストレスに悩む例が増

えており、そうした育児不安を背景に児童虐待などが大きな社会問題を招いています。  

子育てを安心とゆとりをもって子育てを楽しむためには、子育てについて学ぶとともに、

子育て支援サービスなどの情報を活用し、子育てにあったサービスを上手く活用することが

必要となります。 

すべての子どもと親へ、妊娠から出産、育児、教育と切れ目のない子育て支援を行うこと

で、安心し、楽しみながら子育てができるまちづくりを推進します。 

 

【基本目標２】 

子どもの育ちを支える まちづくり 

自己の確立が未発達な子どもが多いといわれている昨今、子どもが自立心をもって健全に

育成されることが重要となってきています。そのために、子どもの生活の主体である家庭、

学校、地域が連携して、それぞれの力を最大限に発揮して子どもの教育の活性化を図ること

が重要です。  

次代を担う子どもたちが、自らの意思で「生きる力」を身につけ、まちの活力と未来を支

える人材としての「情（こころ）」を育める、まちづくりを推進します。 

 

【基本目標３】 

地域ぐるみの子育ち・子育て支援が豊かな まちづくり 

地域の支え合い機能が希薄化するなか、すべての家庭の子育てと子育ちを地域全体として支

えていくため、「地域の子どもは地域で育てる」という地域の子育て・子育ちに対する意識の

向上を図り、地域全体で子どもの健全な成長を見守り、子育て家庭の支援を図ることが重要で

す。 

子育て・子育ちに関わる多様な人材、組織などの社会資源が効果的に連携できるよう子育て

支援のネットワークを強化し、地域全体で子育てを支えるまちづくりを推進します。 

２  基本目標 
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【子らの笑顔、みんなの宝 “かたの”子育て応援プラン 

～交野市次世代育成支援後期行動計画～ を引き継いだ施策展開】 

 
☆子どもたち自身の“子育ち”の視点  ☆子育てをする人・家庭の“子育て”視点  ☆地域の“和”の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

 

 

 

  

３ 施策の体系 

基本理念 基本目標 基本施策 

 

子

ど

も
い
っ
ぱ

い 

元

気

な 

“
か
た
の
” 

 
 

 
 

 

～ 

子

育

ち 

子

育

て 

地

域

の
和

 

～ 
 

 
１ すべての子育て家庭を 

支えるまちづくり 

 
３ 地域ぐるみの子育ち・子

育て支援が豊かなまちづ

くり 

 
２ 子どもの育ちを支える 

まちづくり 

（１）妊娠・出産・育児の切れ目のない支援 

（２）多様なニーズに応じた保育サービスの充実 

（３）人権教育及び児童虐待問題対応の充実 

（４）障がいのある子ども（支援の必要な子ども）のラ

イフステージに応じたきめ細やかな支援・保育・

教育の推進

（５）ひとり親家庭の自立支援の推進 

（６）男女共同参画・仕事と生活の調和（ワーク･ライ

フ･バランス）の推進 

（２）子育て相談支援及び子育て情報提供の充実 

（３）地域における子育て支援の充実

（４）地域環境を活かした多用な活動の推進 

（１）地域における子育て支援ネットワークの充実 

（５）子どもの居場所づくり 

（６）安心・安全に子育てできる生活環境の推進 

（４）思春期保健対策の充実 

（２）学校教育の推進 

（３）乳幼児とふれあう機会や子育てを学ぶ機会の充実

（５）「食育」の推進 

（１）質の高い幼児期の学校教育・保育の推進 

（６）子どもの成長を見守る体制づくり 

（７）スポーツ･文化･レクリエーションの充実 
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第５章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の展開 
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核家族化の進行や地域の人間関係の希薄化などの影響により、出産後から育児に慣れるまでの

間、新生児期の子育てに不安を感じる母親は多く、妊娠出産期における育児不安の解消を図るた

めの支援が必要です。 

妊婦に対する妊娠初期からの保健指導と健康管理を行い、妊婦健診、妊産婦訪問、新生児訪問、

母子健康教育、各種相談事業などを実施するとともに、母子相談事業の充実及び育児情報の提供

を図り、孤立しないで子育てができる環境づくり・まちづくり・親づくりに努めます。 

また、妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行い、より良い育児環境整備、健康づくりへの

支援、医療体制の充実に努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内    容 担 当 課  

１ 妊婦健康診査事業 母子ともに健やかな出産を迎えるにあたり、全

ての妊婦が妊婦健康診査を国が定める望ましい

基準に基づき適正に受けられる費用助成を実施

します。 

健康増進課 継続 

２ 

 

母子健康診査事業 

 

 

 

妊婦健康診査、乳児一般健康診査及び乳児後期

健康診査の受診勧奨を促すとともに、乳幼児健

診では小児科診察、歯科健診のほか育児相談、

栄養相談など育児不安の軽減を目的とする相談

を実施し、必要に応じて、継続的な支援の充実

に努めます。 

健康増進課 継続 

３ こんにちは赤ちゃん

訪問 

（乳児家庭全戸訪問事業） 

0～4 か月未満の乳児のいる全ての家庭を対象

に助産師、保健師、民生委員児童委員、主任児

童委員が訪問し、育児相談や地域の情報提供を

実施します。 

健康増進課 継続 

４ 産後ケア事業の実施

に向け検討 

 

産後のショートスティ（宿泊型）とデイケア（日

帰り型）事業として、助産師等による母子の心

身ケアや授乳指導・育児相談等の事業の実施に

向け検討を行います。 

健康増進課 新規 

(検討) 

５ 

 

親の子育て力の強化 妊娠・出産・育児の切れ目のない支援として、

子育ての不安や負担の軽減を図るため、妊娠期

から学童期まで、一貫した学習機会の充実に努

めます。 

◆親子の絆、親同士の仲間づくり、子育てに必

要な知識の習得を目的とした学習機会の提供 

・「マタニティー教室」 

・「ミルキィベビー教室」 

・育児不安等のフォロー教室 

◆公立幼児園、地域子育て支援センター等にお

いて、保護者が子育てを学ぶ場の提供 

・「わくわく子育て教室」 

・「ぐんぐん教室」 

 

 

健康増進課 

子育て支援課 

機能支援センター 

社会教育課 

図書館 

拡充 

 

基本目標１ すべての子育て家庭を支える まちづくり 

基本施策１ 妊娠・出産・育児の切れ目のない支援 
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№ 具体的な取り組み 内    容 担 当 課  

  ◆学童期に実施する、親が子育てについて学ぶ

機会、親学習、親の力を育む学習機会を提供 

・「家庭教育学級」 

・「子育て親学び講座」 

◆絵本を介して、親子の触れ合いを学ぶ機会の

提供 

・「ブックスタート事業」 

 

健康増進課 

子育て支援課 
機能支援センター 

社会教育課 

図書館 

拡充 

６ 

 

地域医療環境 救急・夜間医療機関の情報提供  

疾病予防・早期発見等の促進 

予防接種制度の情報提供や接種勧奨 

電話相談の充実 

健康増進課 

 

継続 

 

７ 産前産後の保育所利

用促進   

２人目以降の出産時に、その兄弟姉妹を対象に

産前産後も定員に空きがあった場合は保育所で

の受け入れを実施します。 

こども園課 継続 

８ 子育て家庭の経済的

負担の軽減 

 

子育てに関する経済的負担の軽減を図り、子ど

もの育ちを支援します。 

・児童手当 

・こども医療費助成制度 

・未熟児養育医療給付制度 

・私立幼稚園就園奨励費補助金 

・公立小・中学校就学援助 

子育て支援課 

こども園課 

学校管理課 

継続 

 

 

 

 

社会経済情勢の変化とともに共働き家庭は増加し、就業構造の変化、就労形態の多様化により

保育サービスへのニーズも多様化してきていることから、多様なニーズに応じた保育サービスの

体制づくりが必要です。 

本計画に基づき、将来における提供区域毎の保育ニーズを踏まえ、施設型給付・地域型保育給

付、地域子ども・子育て支援事業により、多様な教育・保育サービスを提供し、待機児童の解消

を目指します。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 施設型給付による、

保育所、幼稚園、認

定子ども園の充実 

施設型給付による、保育所、幼稚園、認定こど

も園の充実を図ります。また、新制度における

認定こども園の普及に努めます。 

 

こども園課 拡充 

２ 地域型保育給付に

よる保育サービス

の提供 

地域型保育給付については、小規模保育事業、

家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所

内保育事業の普及により、地域の子育て支援サ

ービスの充実を図ります。 

こども園課 新規 

３ 公立幼児園の体制 幼保一元化から認定こども園への移行につい

て、子ども子育て会議等で検討を行います。 
こども園課 検討 

基本施策２ 多様なニーズに応じた保育サービスの充実 
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№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

４ 利用者支援事業 

  

子ども及びその保護者が、多様な教育・保育サ

ービスや、地域子ども・子育て支援事業（子育

て支援拠点、一時預かり等）の中から適切なも

のを選択し、円滑に利用できる相談支援体制を

構築します。 

こども園課 

子育て支援課 

 

新規 

 

５ 地域子育て支援拠

点事業 

子育ての相談や遊び場、情報交換、子育て講座、

イベント等を実施します。また、地域の子育て

支援団体、子育てサロン、子育てサークル等と

の連携を強化し、子育て家庭と地域をつなぐ子

育て支援拠点として充実します。 

・交野市立地域子育て支援センター 

・星田地域子育て支援センター 

・ぽらりすひろば 

・つどいの広場 

子育て支援課 拡充 

６ 子育て短期支援事

業 

病気・出産・看護・冠婚葬祭・出張などで、保

護者が夜間も留守になるほか、育児疲れなど、

一時的に子どもの保育ができないときに、指定

した施設で一定期間、子どもの預かりを行うと

ともに、制度の周知徹底を図り適切な利用を促

します。 

子育て支援課 継続 

７ 一時預かり事業 保護者の就労形態の多様化に伴う短時間及び

継続的な保育や保護者の疾病・通院等による緊

急時の一時的な保育、また保護者のリフレッシ

ュ及び冠婚葬祭等による保育需要に対応する

ため、市内の幼稚園等において一時預かり事業

を実施しするとともに、拡充に向けた検討を行

う。 

こども園課 

子育て支援課 

拡充 

８ 延長保育事業 保育所に通う児童で、延長保育を必要とする児

童を保育する。 
こども園課 継続 

９ 病児・病後児保育事

業 

病気の症状安定期や病気回復期にあり集団保

育等が困難で、かつ保護者が就労等により児童

を家庭で養育することができない期間に一時

的に保育・看護を実施します。 

 

子育て支援課 

こども園課 

新規 

10 放課後児童健全育

成事業 

 

保護者の就労等により昼間家庭にいない児童

を対象に、その安全を確保し適切な遊びと生活

の場を提供することにより児童の健全な育成

を助長するため、放課後児童会を実施します。 

青少年育成課 拡充 

11 保育所・幼稚園の環

境整備  

地域における子育ての拠点として、またこども

がのびのびと成長できる場として安心、安全に

過ごせる環境整備に努めます。また、既存の

公立保育所・幼稚園が設立より４０年以上経

過しているため、施設整備など安全確保等に

努めます。 

こども園課 継続 
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子どもたちは健康に生まれ、健やかに成長する権利をもっており、あらゆる種類の差別や虐待

から守らなければなりません。また、児童虐待は、子どもの生命や心身の発達に重大な影響を与

え、子どもの人権を侵害する行為であることから、児童虐待問題対応の機能強化が必要です。 

本市が取り組む様々な事業、関係機関が有機的な連携を図り被虐待児童の援助システムを検討

するとともに、児童虐待の予防・早期発見、早期対応、保護・自立支援に至るまでの切れ目のな

い総合的な支援を行うため、交野市要保護児童対策地域連絡会の機能を強化します。 

また、児童虐待やいじめ、ＤＶ（配偶者からの暴力）等の予防的な取り組みとして人権教育・

啓発を推進し、人権が尊重されるまちづくりに取り組みます。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 要保護児童対策地域協

議会（虐待ネットワー

ク事業） 

要保護児童対策地域協議会（虐待ネットワーク

事業）を運営し、医療・福祉・保健・教育・警

察など地域の関係機関の連携強化により児童虐

待の早期発見・早期解決を図ります。 

子育て支援課 

関係各課 

継続 

２ 

 

 

児童虐待防止研修会

（関係機関研修、市民

研修、実務者研修） 

 

 

児童虐待防止推進月間には、市民向けの研修会、

啓発活動等により、児童虐待防止に取り組みま

す。また、定期的に関係機関研修会、実務者向

け研修会を開催し、虐待ネットワークの連携強

化を図ります。 

子育て支援課 継続 

３ 児童虐待の相談事業 

 

 

児童虐待相談の対応について、家庭児童相談室

（ゆうゆうセンター子育て支援課内）、健康増進

課、大阪府中央子ども家庭センター、交野市教

育センター、大阪府四條畷保健所、地域の民生

委員児童委員、主任児童委員と連携を図り、円

滑な対応を図ります。また、母子保健事業にお

いては、妊婦・乳幼児健康診査、乳幼児健診に

おける未受診者への訪問、マタニティー教室、

育児相談、妊娠期からの支援などを通じ、虐待

の発生予防、早期発見に努めます。 

子育て支援課 

健康増進課 

指導課 

関係各課 

継続 

４ 養育支援訪問事業 

 

 

母子保健事業と連携を密にし、養育支援が特に

必要であると判断した家庭に対し、保健師・助

産師・保育士等がその居宅を訪問し、養育に関

する指導、助言等を行い、その家庭の適切な養

育の実施を確保するために育児支援、家事援助、

相談・助言を実施します。 

 

子育て支援課 

健康増進課 

拡充 

５ 人権教育・啓発事業 

 

 

 

女性のための相談、ＤＶ、夫婦・家庭内問題な

どを扱い、人権なんでも相談及び人権擁護委員

による相談、人権教育、啓発を推進します。 

・人権教育ブックレットの配布 

・男女平等教育推進委員会の開催 

人権と暮らしの

相談課 

指導課 

継続 

 

 

 

 

 

基本施策３ 人権教育 及び 児童虐待問題対応の充実 
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「交野市第３期障がい福祉計画」に基づき、障がい福祉サービスの提供を行ってきましたが、

サービスの種類によっては、提供体制の一層の整備と質の確保を進める必要があります。 

障がいのある子どもの健やかな発達を支援し、身近な地域で安心して生活できるよう、保育所、

幼稚園、小学校、機能支援センターや関係機関等が連携し、ライフステージを一貫して支援でき

る体制づくりの充実を図ります。 

また、発達障がいに関する相談と対応へのニーズが高まっていることから、関係各課、関係機

関との連携強化や、サービス提供事業所の参画、質の確保を図るとともに、発達障がいを含めた

障がいに対する市民の理解を深める取り組みを推進します。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 

 

療育機関、幼稚園、

保育所、小学校と一

貫した支援教育 

ライフステージを一貫して支援できる体制づ

くりとして、就学前に実施している巡回相談、

療育相談事業と学童期を繋ぐ仕組みを構築し

ます。 

指導課 

健康増進課 

こども園課 

子育て支援課 

機能支援センター 

拡充 

２ 機能支援センター

（こどもゆうゆう

センター）事業 

 

一人ひとりの状態に対応した療育や機能訓練

を実施し、発達支援の必要な子ども達への療育

の充実を図るとともに、育児の主体となる保護

者への子育て支援体制の確立について、関係課

や関係機関と連携を強化し、より一層事業の充

実に努めます。 

機能支援センター 拡充 

３ 障がい児保育  

 

関係機関と連携を密にして、配慮の必要な子ど

もに対して個別の指導計画を作成し、１人ひと

りに必要な保育を実施します。 

 

こども園課 継続 

４ 障がい児教育 

 

支援学校とリーディングチームの連携・協働に

よる巡回相談の促進及び研修企画等を行い、教

育の内容の充実、教職員の質の向上に努めま

す。 

指導課 拡充 

５ 巡回相談事業 

 

 

保育所や幼稚園等の集団生活の場に心理発達

相談員が出向き、子どもの発育及び発達の課題

を見極め、必要とする支援の内容と方法を明確

にし、保護者と支援する者（保育士・幼稚園教

諭及び関係職員）の相談と助言を行っていま

す。今後、更なる取り組みとして、幼児期から

学童期をつなぐ一貫した支援体制を構築しま

す。 

子育て支援課 拡充 

６ 放課後児童会への

障がい児の受入   

障がい児等の受入体制を整備し、受け入れを促

進します。 
青少年育成課 継続 

基本施策４ 障がいのある子ども（支援の必要な子ども）の 
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№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

７ 障がい児福祉サー

ビス 

 

障がい児等の日常生活及び社会生活を総合的

かつ計画的に支援し、地域の中で自立した生活

を送ることができるように適切なサービスの

提供に努めます。 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・計画相談支援、障がい児相談支援 

・日中一時支援事業 

・通学移動支援事業 

障がい福祉課 

機能支援センター 

 

拡充 

８ 障がい児関連施策

連絡会 

関係機関の連携強化のため、部会、連絡会を開

催します。 
障がい福祉課 

関係各課 

継続 

９ 

 

 

 

障がい児にかかわ

る職員の資質の向

上 

 

障がい児にかかわる職員が障がいを理解し、障

がい児にとって最善の療育・保育・教育が提供

できるように、大阪府等が実施する各種研修会

への参加、研修内容の充実を図り、職員の資質

向上に努めます。 

・支援学級担当教員等の専門性の向上及び支援

教育への理解の促進のための研修を実施 

機能支援センター 

健康増進課 

指導課 

こども園課 

子育て支援課 

障がい福祉課 

拡充 

10 障がいのある子ど

もの経済的負担の

軽減 

 

子育てに関する経済的負担の軽減を図り、子ど

もの育ちを支援します。 

・特別児童扶養手当 

・小児慢性特定疾患治療研究事業医療給付事業 

・育成医療 

・障がい児福祉手当 

・交野市心身障がい者（児）介護手当 

・大阪府重度障がい者（児）介護手当 

子育て支援課 

障がい福祉課 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

大阪府の離婚率は減少傾向にありますが、本市における離婚件数は増減を繰り返しています。

子どもを取り巻く環境も変化しつつあり、このような離婚の増加は、子どもを取り巻く環境に変

化をもたらしています。 

ひとり親家庭では、育児や家事の負担も大きく、経済的な援助ばかりでなく、育児相談や家事

援助など在宅支援なども必要となることから、相談・情報提供、子育て・生活支援、就業支援及

び経済的支援などの充実に努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 相談機能・情報提供

の充実 

生活面及び就業面等に関する様々な悩みにつ

いて相談を受け、支援策等に関する情報提供を

行うとともに、支援機関等に適切につなぐ相談

機能の充実を図ります。 

・母子・父子自立支援員等による相談事業 

・広報紙やホームページ等を活用した情報提供の充実 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

継続 

 

基本施策５ ひとり親家庭の自立支援の推進 
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№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

２ 就労支援 自立した生活を送ることができるよう、職業能

力の向上のための訓練、効果的な職業あっせ

ん、就業機会の創設など、安定的な収入を得る

ための職業面における支援の充実を図ります。 

・母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支

援給付金事業（自立支援教育訓練給付金・高

等職業訓練促進給付金等） 

・母子家庭等就労・自立支援事業 

子育て支援課 継続 

３ 子育てをはじめと

した生活支援 

安心して子育てを行えるとともに、就業及び就

業に向けた職業訓練を受けることができるよ

う、保育所への入所、多様な保育・子育て支援

サービス等、関係機関との連携のとも、生活面

への支援に取り組みます。 

・日常生活支援事業 

・母子生活支援施設を活用した生活支援、自立

支援 

・保育所の入所に関する配慮及び延長保育、子

育て短期支援事業、一時預かり事業、放課後

児童会等の利用体制の充実 

・ハローワークとの連携及び情報提供により、 

就労機能の若者や子育て中の女性を応援し

ます。 

子育て支援課 

こども園課 

青少年育成課 

人権と暮らし

の相談課 

継続 

４ 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭の経

済的負担の軽減 

 

各種経済的支援策に関する情報提供に努める

ほか、適正な貸付・給付を実施しています。 

・児童扶養手当の適切な給付業務 

・ひとり親家庭等医療費助成の実施 

・母子・父子及び寡婦福祉資金貸付金の適切な

貸付業務  

 

子育て支援課 拡充 

 

 

 

 

 

夫婦共働き世帯が増加し、本市の女性就業率も増加傾向にあることから、ワーク・ライフ・バ

ランス（仕事と生活の調和）のとれた、持続可能な環境づくりが必要となっています。「男女共

同参画社会基本法」における基本的な視点をもって、交野市男女共同参画計画に基づき、働きな

がら子育てをする人を理解し、子育てを支援する職場環境の意識を醸成するとともに、子育てを

しやすい職場環境の整備について啓発を継続します。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 

 

 

男女共同参画、仕事

と生活の調和（ワー

ク･ライフ･バラン

ス）に関する意識の

啓発 

交野市男女共同参画計画に基づく取り組みを推

進します。また、国・府などの関係機関と連携

のもと、育児や介護、就労における、パワハラ・

セクハラ・性別などによる働きにくさに対する

意識の啓発を市民に対して行い、人権尊重や公

正採用に積極的に取り組み市内の事業所ととも

に啓発を実施します。 

人権と暮らしの

相談課 

継続 

 

基本施策６ 男女共同参画・仕事と生活の調和 の推進 
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 幼稚園教育要領、保育所保育指針並びに小学校学習指導要領には、幼稚園・保育所と小学校の

連携及び円滑な接続の重要性が示されています。本市では交野市学校教育ビジョンにも取り組み

が掲げられており、教育委員会、小学校、公私立幼稚園・保育所の連携を一層進め、円滑な接続

に努めるとともに、就学前教育の質の向上に取り組みます。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 子どもの発達、成長

過程に応じた幼児期

の学校教育・保育の

推進 

子どもの発達、成長過程に応じたきめ細やかな

幼児期の学校教育・保育を進め、生活や遊びを

通して生きる力の基礎を育みます。また、私立

の幼稚園と保育所との連携を強めるための取り

組みも進めます。 

また近年、発達に課題のある子どもへの巡回相

談など積極的に関係課等と連携を取りながら、

小学校へつないでいきます。 

・保育計画・指導計画 

・幼児園教室等 

・巡回相談 

こども園課 継続 

 

２ 

 

保育所・幼稚園・家

庭・地域での連携推

進 

家庭状況の多様化に対応し、子どもの育ちを支

え、家庭の養育力を高め、協力して保育を進め

ていきます。 

公立幼児園では、家庭を取り巻く地域に根ざし

た特色ある園を目指すため、保護者や地域の意

見を園の運営に反映させるよう努めます。 

・園庭開放 

・地域活動事業（運動会など） 

こども園課 継続 

３ 保育所・幼稚園の職

員の資質向上  

職員の資質の向上を図るため、大阪府等が実施

する各種研修会への参加を促し、安心して子ど

もを預けられる幼稚園・保育所を目指すととも

に、保育士・幼稚園教諭の交流研修会や合同研

修会などを行い、互いの専門性が高めあえるよ

う、就学前教育や乳児期の保育環境等の研修を

実施します。 

こども園課 継続 

 

４ 評価による保育の質

の向上 

公立幼児園では、職員、保護者により保育士、

幼稚園教諭に対する教育・保育の評価を行い、

運営の改善や幼児期の教育・保育の向上に努め

ている。今後、相互評価や第三者による評価に

向けた検討（学校評議員会の設置等）を行い、

更なる幼児期の学校教育・保育の質の向上に努

めます。 

 

こども園課 継続 

基本目標２ 子どもの育ちを支える まちづくり 

基本施策１ 質の高い幼児期の学校教育・保育の推進 



第 5 章 施策の展開 

54 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

５ 

 

幼児教育の充実 幼稚園や保育所において、幼児期からの心を育

む保育や教育を推進するとともに、小学校生活

に円滑な移行を図り、また幼保小の連携による

質の高い保育・教育を受けることができるよう

取り組みます。そのため、各部局が連携し、接

続した支援が可能となるシステムづくりに努め

ます。 

指導課 

こども園課 

 

継続 

 

６ 幼保小の円滑な接続 幼稚園、保育所、小学校との円滑な接続に向け、

子ども同士の交流活動や職員の合同研修等を行

い、教育内容や教育環境等の充実や改善を図る

とともに、子どもの発達や学びの連続性を踏ま

えた教育を推進します。 

指導課 

こども園課 

 

継続 

 

７ 幼稚園、保育所と

小・中学校の連携の

促進 

幼・保・小連絡協議会において、研修会の開催

等により保育活動と学校教育についての相互連

携の深化及び交流を促進します。 

指導課 

こども園課 

拡充 

８ 

 

幼稚園、保育所と

小・中学校との交流

の推進 

行事交流、入学体験等を通した児童間の交流を

促進し、中学校の職場体験学習等による生徒と

幼児との交流を促進します。 

指導課 

こども園課 

継続 

 

９ 小・中学校における

指導と支援の充実 

子どもの生活及び発達や学びの連続性を踏まえ

た合同研修の実施や相互授業参観の実施、子ど

もの個々のニーズに応じた支援を実施します。 

指導課 継続 

 

 

 

 

交野市教育ビジョンに基づく取り組みとして、各小中学校においては、基礎的・基本的な内容

の確実な定着を図り、個々に応じた教育を推進するため、少人数指導の実施、指導方法の工夫・

改善を図っています。また、子どもの興味・関心に応じた魅力ある授業を展開するため、地域の

ボランティアをはじめ学校外の多様な人材を効果的に活用しています。さらに、子どもの豊かな

心を育むため、自然体験活動や社会体験活動など、豊かな体験による内面に根ざした道徳性の育

成に努めています。 

今後も引き続き学校で様々な体験活動を実施し、地域のボランティアとの交流を通じて、異な

る世代間での交流を促し、より一層豊かな心を育んでいきます。 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 確かな学力の育成 ・少人数学級整備充実支援事業 

・ICT 機器の整備 

・教職員研修の実施 

指導課 拡充 

２ 

 

道徳教育、人権尊重

の教育、キャリア教

育        

・全体指導計画の見直し 

・教職員研修の実施 

・担当教員連絡協議会の実施 

指導課 継続 

 

３ 生徒指導 ・相談体制の充実と校内体制の支援 

・教職員研修の実施 

・生活アンケートの実施 

指導課 継続 

４ 読書環境の充実 ・学校図書館支援事業の充実 

・学校図書館司書の配置及び授業における学校

図書館の活用 

図書館 

指導課 

拡充 

基本施策２ 学校教育の推進 
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№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

５ 

 

学校ボランティアの

人材活用 

全小・中学校において放課後学習、部活動指導

等に地域のボランティアを活用します。 
社会教育課 

指導課 

青少年育成課 

継続 

６ 男女平等教育の推進 男女平等教育にかかる実践交流、教職員研修を

実施します。 

 

指導課 継続 

 

 

 

 

少子化の進行や地域社会のつながりの希薄化などにより、子どもが年齢の低い妹弟の世話をし

たり、近所の子どもたちと遊んだりするなど就学前児童とふれあう機会が減少しています。 

次代の担い手である子どもたちに「生きる力」を育むためには、家庭、学校、地域が連携して

子育て環境を充実させていくことが必要です。 

家庭、学校、地域の教育力を向上させることによって子どもの生きる力の育成を図り、子ども

の豊かな育ちを支える取り組みを推進します。 

 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 

 

キャリア教育（職場

体験学習） 

全中学校で職場体験学習の実施し、 

全小・中学校が連携したキャリア教育を実施し

ます。 

指導課 

 

継続 

 

 

２ 

 

地域子育て支援事

業 

子育て中の親子が集う場において、中学生等が

乳幼児についての知識・理解を深める事を目的

とした、ふれあい体験等を実施し、異世代間の

相互理解を深める取り組みを実施します。 

子育て支援課 新規 

 

 

 

 

 

思春期における性教育は、平成14 年度からＰＴＡ会員を対象に思春期講座を開催し、平成１

５年度より全校全学年を対象に実施しています。性及びエイズ等性病予防に関する教育は、人権

尊重・男女平等の精神を基盤として、すべての教育活動を通じて計画的な指導を図っています。

今後、保健・医療・教育との連携をさらに強化し、喫煙、飲酒、薬物の乱用などの防止に向けた

啓発も含めて、包括的に取り組むとともに、思春期におけるこころの問題にかかわる相談体制の

充実に努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課   

１ 思春期における健康

教育    

いのちや性、喫煙、飲酒、薬物の乱用防止等に

関する教育の充実を図ります。 
健康増進課 

指導課 

継続 

２ 相談体制の充実 各中学校にスクールカウンセラー、市教育セン

ターにセンター職員・教育相談員・ピアサポー

ターを配置します。 

指導課 拡充 

 

 

基本施策３ 乳幼児とふれあう機会や子育てを学ぶ機会の充実 

基本施策４ 思春期保健対策の充実 
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地域・家庭において食育を進めていくため、行政との連絡・連携の場や身近な地域で食育を推

進していくボランティアの養成が必要となっています。今後、交野市健康増進・食育推進計画に

基づき、離乳食講習会や幼児食講座の開催や健診時の食生活のアドバイスの実施など、食生活の

知識・技術の習得を促すとともに、地域、家庭及び関係機関と連携を図り食育の推進に努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内    容 担当課  

１ 

 

食育推進計画の推進 

 

食育推進計画に基づく取り組みを推進します。 

・家庭における食育の充実 

・保育所･幼稚園･学校における食育の充実 

・保育所･幼稚園･学校の給食の充実 

・食の安全に関する情報提供 

・健康リーダーの醸成 

・地域で食育推進活動を実施する食育ボランテ

ィアの養成 

健康増進課 

こども園課 

指導課 

給食センター 

拡充 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの社会性を育むため、学校・行政・家庭・地域等が連携を深め、それぞれの役割分担に

より協働し、子どもの成長を見守る、安心・安全な子育て環境の体制づくりに努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

教育コミュニティ

づくりの推進   

学校支援地域本部事業を充実し、各学校におい

て、育てる会を中心として花壇整備、あいさつ

運動、学習補助等の取り組みを実施します。 

指導課 

社会教育課 

継続 

 

２ 学校評議員の活用        地域に根ざした学校づくりのために学校評議

員を委嘱し、学校運営の改善に向けた取り組み

を実施します。 

指導課 継続 

３ 安全教育の推進 警察等と連携した学校の安全対策として防犯

教室、訓練等を実施します。 
指導課 

地域安心課 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策５ 「食育」の推進 

基本施策６ 子どもの成長を見守る体制づくり 
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子どもたちの多様なスポーツ・文化ニーズに応じ、各種スポーツ教室や体育行事の開催、講師

や活動場所の提供などの支援に努め、子どもの身心ともに健全な育成を推進します。また、図書

館等でおはなし会、絵本の読み聞かせについての講座などを引き続き実施し、絵本を通しての子

どもの成長を支援します。 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

地域文化活動の推進      各種教室、講座等を推進します。 

・文化教室 

・生涯学習大学講座 

・市民教養講座 

社会教育課 継続 

 

２ 地域におけるスポー

ツ活動の推進   

市民のニーズに応じた各種スポーツ教室や、体

育行事の開催をし、身心ともに健全な育成を図

ります。 

・スポーツ教室 

・市民スポーツデー 

社会教育課 継続 

３ 地域家庭文庫活動へ

の支援   

各文庫（６か所）へ７０冊ずつ新刊図書を提供

し支援します。 
図書館 継続 

４ 

 

 

図書館活動の充実 

 

図書館活動を通じて、子どもの成長を支援しま

す。 

・おはなし会 

・おたのしみ会 

・ビデオ上映会 

・ブンブン劇場 

・職員出前講座 

・訪問おはなし会 

図書館 継続 

基本施策７ スポーツ・文化・レクリエーションの充実 
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地域社会全体で子どもの成長を見守り、子育て家庭を支えるためには、地域の子育て支援活動

等がそれぞれの活動を尊重し理解して情報を共有し連携できる地域の子育て支援の仕組みづく

りが必要です。子育て支援のネットワーク強化に今後も取り組み、子育て家庭を地域全体で支え

合うという意識の定着を図ります。また、子育て中の保護者の活動支援を行い、保護者同士の交

流ネットワークの支援に努めます。 

 

【子育てを支えるまちづくり】イメージ図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本施策１ 地域における子育て支援ネットワークの充実 
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№ 具体的な取り組み 内   容 担当課  

１ 

 

子育て支援者交流会 

 

 

市域で活動する子育て支援活動をする団体等を

対象に交流会、講演会等を継続実施します。ま

た、地域活動である地区交流会へ参画し推進し

ます。 

子育て支援課 

 

継続 

  

２ 子育て自主サークル

活動支援 

子育て中の保護者の活動支援として、子育て自

主サークルの活動を支援します。 
子育て支援課 継続 

３ 

 

子育て支援員（仮称）

の育成 

 

子育て支援分野に従事するために必要な研修を

提供し、研修を修了した者を「子育て支援員（仮

称）」として認定し、地域の子育て支援活動の担

い手の人材の養成を行います。 

子育て支援課 新規 

 

 

 

 

 

 

 

新制度による多様な教育・保育ニーズへの対応として、子育ての悩みなど子育てに関する事業

やサービスについて、相談体制の充実が必要です。 

子育て家庭のそれぞれの状況に応じて相談しやすい体制を整備するとともに、多様化する相談

への対応を図るため、相談員の専門性の向上を図ります。 

また、必要な家庭へ確実に子育ての情報が伝わるよう、これまで行っている情報提供の見直し

や新たな手段による提供など、効果的な情報提供を実施します。 
 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

 

利用者支援事業 

 

子ども及びその保護者が、多様な教育・保育サ

ービスや、地域子ども・子育て支援事業（子育

て支援拠点、一時預かり等）の中から適切なも

のを選択し、円滑に利用できるよう、身近な場

所で支援を実施します。 

こども園課 

子育て支援課 

 

新規 

 

２ 

 

 

子育て支援情報提供 母子健康手帳配布時の情報提供、こんにちは赤

ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業）、転入時に「子

育てマップ」、広報等の各種媒体と子育て情報

を一元的に提供する Web サイトの地域ポータ

ルサイト「織姫ねっと☆かたの」への子育て支

援情報提供及び情報発信を効果的に組み合せ、

子育て情報提供体制を継続して実施します。 

子育て支援課 

関係各課 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策２ 子育て相談支援及び子育て情報提供の充実 
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子育てについての第一義的責任は保護者にありますが、社会環境の変化を踏まえ、子ども連れ

で気軽に出かけられる場や安心して子育てができるよう、子育てに対する負担感、不安感を軽減

できるように地域や社会が寄り添い、子育て支援するとともに、親の成長を支援することが必要

です。 

地域の子育て支援活動の充実を図るとともに、地域の中で子育て支援者との出会いを通じて安

心して子どもを育てていくことができるよう、地域の中でつながり合う子育て支援を推進します。  

また、地域の人生経験豊かな方たちの協力を得て、交野の歴史や伝承遊び等の世代間交流活動

事業を継続実施します。 
 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

 

地域子育て支援拠

点事業 

（再掲） 

子育ての相談や遊び場・情報交換、子育て講座、

イベント等を実施します。地域の子育て支援団

体、子育てサロン、子育てサークル等との連携

を強化し、子育て家庭と地域をつなぐ子育て支

援拠点として充実します。 

・交野市立地域子育て支援センター 

・星田地域子育て支援センター 

・ぽらりすひろば 

・つどいの広場 

子育て支援課 

 

拡充 

２ 

 

保育所・幼稚園の子

育て支援事業 

入所児の保護者ならびに地域の在宅子育て家

庭を対象に、園庭・室内開放等を行い、就学前

親子が遊び、ふれあい、学び合い、子育ての経

験や悩みを共有できる取り組みを実施します。 

こども園課 

子育て支援課 

継続 

３ 

 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

子育ての支援を行いたい人と子育ての援助を

受けたい人が会員となり、子どもの送迎（保育

所、幼稚園等、小学校等）や子どもの預かり等、

地域で子育てについての助け合いを行う仕組

みを運営します。 

子育て支援課 継続 

４ 

 

保育所、幼稚園等に

おける世代間交流

の取り組み  

地域の人生経験豊かな方達の協力で、伝承遊び

や季節行事、環境などをテーマに世代間交流を

実施します。 

こども園課 

 

継続 

 

５ 

 

地域の交流の機会

の充実 

 

子育て中の親子、高齢者や障がい者が集う「誰

でも集えるサロン」の活動を行い、顔が見え、

気軽に声がかけあえる関係づくりを広げると

ともに、校区福祉委員会活動、世代間交流事業

を支援します。 

また、地域の交流の場として、機能支援センタ

ーの施設開放として、おもちゃと友達と出会う

場「アリス」を実施し、ものづくり体験等を通

じ、子ども達との交流機会を促進します。 

福祉総務室 

（社会福祉協議会） 

機能支援センター 

みんなの活力課 

 

継続 

 

 

 

 

基本施策３ 地域における子育て支援の充実 
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本市は都市部に近い地域でありながら、多くの河川の恩恵を受けて農地が広がり、緑豊かな環

境に恵まれていますが、子どもたちがこの自然豊かな環境に触れる機会は減りつつあります。 

この豊かな自然環境を活かした活動を通じて、こころと感性を培っていけるよう豊かな自然環

境を生かした地域での子育て活動の充実と、豊かな自然環境を次世代へと継承していく取り組み

に努めます。 

 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

農業とのふれあう機

会の提供   

農とのふれあいツアー、農業まつりの開催支援

等を行い、農業が身近に感じられる取り組みを

実施します。 

土木建設課 継続 

 

２ 子どもへの自然環境

保全の伝承 

教室、交流会等を実施します。 

・夏休み環境教室の開催 

・いきものふれあいセンター事業 

・子どもエコクラブ交流会 

・環境フェスタ  

・ビートルレンジャー 

みどり環境課 継続 

３ 

 

子ども会活動への支

援  

子ども会活動を支援します。 青少年育成課 

 

継続 

4 子どもに関する地域

活動情報の提供 

子どもに関する地域活動情報の提供に努めま

す。 
青少年育成課 継続 

 

 

 

 

子どもたちの遊び場や自然に接する機会などが年々減少しています。すべての子どもが、健や

かに成長するよう、子どもが安全に過ごせる居場所づくりが必要です。 

放課後・休日等の子どもの居場所づくりを推進し、家庭・地域・学校等が連携して子どもの健

やかな育ちを支援します。 

 

№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 公園等の維持管理 地域と協力・連携し、維持管理に向けての取り

組みを実施します。 
土木建設課 

 

継続 

２ 既存施設の利用 第１児童センター、スポーツレクレーションセ

ンター、青年の家等の利用を促進します。 
青少年育成課 継続 

３ 放課後子ども総合 

プランの推進 

市内小学校全校において、放課後子ども総合プ

ランの一体型の整備を検討します。 

・放課後子供教室の整備（特別教室、体育館、

校庭等の一時利用の検討）とともに地域の人

材のコーディネーターとしての活用など、放

課後児童会と放課後子供教室の連携方策の検

討を進めます。 

青少年育成課 継続 

基本施策４ 地域環境を活かした多様な活動の推進 

基本施策５ 子どもの居場所づくり 
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№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

４ 放課後児童健全育成

事業 

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を

対象に、その安全を確保し適切な遊びと生活の

場を提供することにより児童の健全な育成を助

長するため、放課後児童会を実施しています。 

青少年育成課 拡充 

 

 

 

 

 

子どもを交通事故や犯罪から守るため、地域が一体となった取り組みが必要です。 

関係機関・団体、地域住民等との連携強化により、地域全体で子どもを見守る体制づくりを推

進するとともに、道路や公園、関係施設の設備・点検等を行い、子どもが安心して生活できる環

境づくりを推進します。 

 
№ 具体的な取り組み 内     容 担当課  

１ 

 

子育て家庭が暮らし

やすい環境の整備 

景観法に基づく「交野市景観まちづくり計画」

を推進します。 

・開発に伴うバリアフリーの指導 

・安全な道路の整備 

・公園の整備 

都市計画課 

土木建設課 

開発調整課 

継続 

 

２ 

 

子どもの安全確保 子どもの安全確保のため各種取り組みを推進し

ます。 

・交通安全指導の充実 

・「子ども 110 番」の周知及び取り組みへの支

援及び「動くこども 110番」の取り組みの推

進 

・子どもの安全見守りパトロール 

・防犯講習会の開催及び犯罪防止に関する 

関係機関の連携強化。  

・防犯設備の整備  

・非行防止教室、パトロール青少年健全育成活

動の推進 

・通学路の安全確保 

地域安心課 

指導課 

こども園課 

青少年育成課 

学校管理課 

継続 

 

  

基本施策６ 安心・安全に子育てできる生活環境の推進 
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１．教育・保育提供区域について                      

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動する

ことが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教育・保育の整備の

状況等を総合的に勘案して設定するものです。子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育

提供区域ごとに、教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保策を記

載することとなっています。 

幼児期の学校教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」並びに「確

保方策」を設定する単位として、保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域

（教育・保育提供区域）を設定します。 

 

２．区域設定の考え方                          

区域内での教育・保育施設の利用率、通園にかかる負担感、各地区の子どもの数と教育・保

育施設数及び定員等のバランスなどを考慮し、中学校区を基本単位に区域を設定します。 

 

３．本市における教育・保育提供区域                   

上記の考え方を踏まえ、本市では教育・保育提供区域を、「一・二中学校区」と「三・四中

学校区」の２区域に設定します。また、市全体を 1 区域として推進することが適切な事業に

ついては、市全体を提供区域として設定します（下表参照）。 

 
【教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業別の区域設定】 

分類 施設・事業 区域 

教育・保育 

教育・保育施設 

・保育所（園） 

・幼稚園 

・認定こども園 

2 区域 

（一・二中校区） 

（三・四中校区） 

地域型保育事業 

・小規模保育事業 

・家庭的保育事業 

・居宅訪問型保育事業 

・事業所内保育事業 

地域子ども・子育て

支援事業 

①地域子育て支援拠点事業 

②一時預かり事業 

③時間外保育事業 

④利用者支援事業 

⑤妊婦健康診査 

⑥こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業） 

⑦養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能

強化事業 

⑧子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

⑨子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポートセンター） 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業 

1 区域 

（市全域） 

【上記、地域子ども・子育て支援事業のほか、国の審議状況を踏まえ検討する事業】 

※実費徴収に係る補足給付を行う事業 

※多様な主体が本制度に参入することを 促進するための事業 

 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 
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「一・二中学校区」 

小・中学生児童数：3,410 人 

０～５歳児人口： 1,787 人 

幼稚園：    ３箇所 

認可保育所：  ６箇所 

認可外保育所： １箇所 

市立子育て支援センター 

ぽらりすひろば 

一時預り保育（交野保育園） 

「三・四中学校区」 

小・中学生児童数：3,657 人 

０～５歳児人口： 2,014 人 

幼稚園：    ６箇所 

認可保育所：  ４箇所 

認可外保育所： ３箇所 

星田地域子育て支援センター 

つどいの広場 

一時預り保育（星田保育園） 
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１．教育・保育施設及び地域型保育事業  

幼児期の学校教育や保育の必要性のある子どもへの保育については、これまで幼稚園と保育

所の２施設が多く利用されてきました。 

新制度では、幼稚園と保育所に加え、両施設の良さを合わせ持つ認定こども園の普及が望ま

れています。また、少人数の子どもを保育する事業が創設され、共働き家庭等への子育て支援

を充実するため、身近な保育の場の確保が必要となります。 
 
①教育・保育施設 

新制度では、幼稚園、認可保育所、認定こども園が教育・保育施設となります。待機児

童の解消に向け、認定こども園の普及が望まれます。 

②地域型保育事業 

新制度では、定員が19人以下の保育事業は市町村による認可事業（地域型保育事業）

として、地域型保育給付の対象となります。 

地域型保育事業は、「小規模保育事業」「家庭的保育事業」「居宅訪問型保育事業」「事業

所内保育事業」の４種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．保育の必要性の認定について                     

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育の必

要性を認定したうえで、給付を支給する仕組みとなっています。 

認定は次の１～３号の区分で行われます。 

認定区分 対象者 対象施設 

１号認定 
満３歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども

（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

３号認定 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども

（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

地域型保育事業 

 

  

２ 幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策 

 

事業所内 

保育 

 
事業主体： 

事業主等 

小規模保育 
事業主体：市町村、民間事業者等 

家庭的保育 
事業主体：市町村、民間事業者等 

居宅訪問型 

保育 
事業主体：市町村、 

民間事業者等 

19人以下 

 

6人以上 

5人以下 

 

１人以上 

認
可
定
員 

保育者の居宅その他の場所、施設 

（右に該当する場所を除く） 

保育を必要とする 

子どもの居宅 

事業所の従業員の子ども 

＋ 

地域の保育を必要とする

子ども（地域枠） 

保育の 

実施場所等 
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３．教育・保育給付事業の量の見込みおよび確保の方策            

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き」

（以下「国の手引き」という。）に基づき、児童数の推計と就学前児童の保護者を対象とした

アンケート調査の結果をもとに算出しました。なお、2 号及び 3 号の量の見込みについては、

保育需要の増加傾向を考慮し、計画最終年の平成 31 年度に向けて潜在的な需要が顕著化する

と仮定し設定しています。 

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、各年度毎に教育・保育施設及び地域型保育

事業による確保見込みの内容及び実施時期を設定しています。 

 

 

（１）１号認定（教育認定子ども）＜３～５歳＞ 

【事業内容】 

保育の必要性はなく、教育ニーズが高い認定区分（幼稚園、認定こども園） 

 
【確保の方策】 

    現在、市内３か所の公立幼稚園と６か所の私立幼稚園があり、既存施設において見込み量

に対する供給量を確保します。 

 

 

（２）２号認定（保育認定子ども）＜３～５歳＞  

①学校教育利用希望の児童 

【事業内容】 

保育の必要性があり、教育ニーズがある認定区分（幼稚園、認定こども園） 

 

【確保の方策】 

    現在、市内３か所の公立幼稚園と６か所の私立幼稚園があり、幼稚園での預かり保育等の

利用や、平成２８年度以降の既存施設の認定こども園への移行により、見込み量に対する

供給量を確保します。 

 

  ②保育利用希望の児童 

【事業内容】 

保育の必要性があり、保育ニーズがある認定区分（保育所、認定こども園） 

 

【確保の方策】 

    現在、市内３か所の公立保育所と７か所の私立保育園があり、平成２８年度以降の既存施

設の認定こども園への移行により、見込み量に対する供給量を確保します。 

 

 

（３）３号認定（保育認定子ども）＜０～２歳＞ 

【事業内容】 

保育の必要性があり、保育ニーズがある認定区分（保育所、認定こども園、地域型保育事

業） 

  

【確保の方策】 

    現在、市内３か所の公立保育所と７か所の私立保育園があり、既存施設の定員増員や平成

２８年度以降の既存施設の認定こども園への移行により、見込み量に対する供給量を確保

します。  
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①提供区域：「一・二中学校区」 

（単位：人） 

区 分 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 
保育の必

要性あり 
保育の必要性あり 教育のみ 

保育の必

要性あり 
保育の必要性あり 教育のみ 

保育の必

要性あり 
保育の必要性あり 

①量の見込み 477 406 49 235 456 389 49 233 441 375 48 228 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
60 385 41 196 200 415 61 243 200 415 61 243 

新制度に移行 

しない幼稚園 
480 － － － 340 － － － 340 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 3 9 － － 3 9 － － 3 9 

計 540 385 44 205 540 415 64 252 540 415 64 252 

差（②－①） 63 -21 -5 -30 84 26 15 19 99 40 16 24 

 

区 分 

平成 30年度 平成 31年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 
保育の必

要性あり 
保育の必要性あり 教育のみ 

保育の必

要性あり 
保育の必要性あり 

①量の見込み 433 368 48 222 423 359 47 220 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
200 415 61 243 200 415 61 243 

新制度に移行 

しない幼稚園 
340 － － － 340 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 3 9 － － 3 9 

計 540 415 64 252 540 415 64 252 

差（②－①） 107 47 16 30 117 56 17 32 

 

【３号認定の保育利用率】 
（単位：人） 

 
平成 

27年度 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
平成 

31年度 

①０～２歳児の利用定員数 249 316 316 316 316 

②０～２歳の児童数（一・二中学校区） 809 801 787 770 763 

保育利用率（①/②*100） 30.8% 39.5% 40.1% 41.0% 41.4% 

 
※特定教育・保育施設：施設型給付を受ける認定こども園、保育園、幼稚園 

特定地域型保育事業：地域型保育給付を受ける小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 
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②提供区域：「三・四中学校区」 

（単位：人） 

区 分 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 

①量の見込み 496 422 50 239 475 404 49 236 459 391 49 232 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
122 326 39 169 185 331 39 169 287 349 39 169 

新制度に移行 

しない幼稚園 
823 － － － 749 － － － 605 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 12 22 － － 12 22 － － 12 22 

計 945 326 51 191 934 331 51 191 892 349 51 191 

差（②－①） 449 -96 1 -48 459 -73 2 -45 433 -42 2 -41 

 

区 分 

平成 30年度 平成 31年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 

①量の見込み 450 382 48 226 440 374 48 223 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
471 364 39 169 471 364 39 169 

新制度に移行 

しない幼稚園 
406 － － － 406 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 12 22 － － 12 22 

計 877 364 51 191 877 364 51 191 

差（②－①） 427 -18 3 -35 437 -10 3 -32 

 

【３号認定の保育利用率】 
（単位：人） 

 
平成 

27年度 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
平成 

31年度 

①０～２歳児の利用定員数 242 242 242 242 242 

②０～２歳の児童数（三・四中学校区） 854 845 831 813 806 

保育利用率（①/②*100） 28.3% 28.6% 29.1% 29.8% 30.0% 

 
※特定教育・保育施設：施設型給付を受ける認定こども園、保育園、幼稚園 

特定地域型保育事業：地域型保育給付を受ける小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 
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③全市（「一・二中学校区」・「三・四中学校区」合計） 

（単位：人） 

区 分 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 

①量の見込み 973 828 99 474 931 793 98 469 900 766 97 460 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
182 711 80 365 385 746 100 412 487 764 100 412 

新制度に移行 

しない幼稚園 
1,303 － － － 1,089 － － － 945 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 15 31 － － 15 31 － － 15 31 

計 1,485 711 95 396 1,474 746 115 443 1432 764 115 443 

差（②－①） 512 -117 -4 -78 543 -47 17 -26 532 -2 18 -17 

 

区 分 

平成 30年度 平成 31年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 

教育のみ 保育の必要性あり 教育のみ 保育の必要性あり 

①量の見込み 883 750 96 448 863 733 95 443 

②
確
保
の
方
策 

特定教育・保育 

施設 
671 779 100 412 671 779 100 412 

新制度に移行 

しない幼稚園 
746 － － － 746 － － － 

特定地域型保育 

事業 
－ － 15 31  － － 15 31 

計 1417 779 115 443 1417 779 115 443 

差（②－①） 534 29 19 -5 554 46 20 0 

 

【３号認定の保育利用率】 
（単位：人） 

 
平成 

27年度 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
平成 

31年度 

①０～２歳児の利用定員数 491 558 558 558 558 

②０～２歳の児童数（全体） 1,663 1.646 1,618 1,583 1,569 

保育利用率（①/②*100） 29.5% 33.9% 34.5% 35.2% 35.6% 

 
※特定教育・保育施設：施設型給付を受ける認定こども園、保育園、幼稚園 

特定地域型保育事業：地域型保育給付を受ける小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 
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（１）利用者支援事業 
 

【事業内容】 

新制度では多様な教育・保育や子育て支援事業が用意され、待機児解消や育児不安・育児負担

の軽減のためにそれらを個々のニーズに応じて確実に提供するべく、子どもやその保護者が、幼

稚園・保育所等での教育・保育や、一時預かり、放課後児童クラブ等の地域子育て支援事業等の

中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、利用者支援事業を実施します。 
 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：か所数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 0 2 2 2 2 2 

②確保方策 － 0 1 2 2 2 

差（②－①）  -2 -1 0 0 0 

 

【確保の方策】 

子ども・子育て支援新制度に伴う多様な子育て支援サービスの利用について、よりきめ細やか

な情報提供・相談支援を行い、利用者支援機能の充実を図るため、平成 28 年度には保育コンシ

ェルジュを配置し、保育等の利用の相談、地域の保育資源等の情報提供等を実施します。また、

平成 29 年度には、訪れやすさを考慮し、親子にとって身近な地域子育て支援拠点事業に２箇所

目を設置し、子ども又は子どもの保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行って

いきます。 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 
 

【事業内容】 

就学前の児童及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

提供、助言等を行うとともに、子育て講座、イベント等を実施しています。 
 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 13,057 12,460 12,254 11,999 11,831 11,625 

②確保方策 － 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 

差（②－①）  540 746 1,001 1,169 1,375 

 

【確保の方策】 

子育て家庭にとって、より身近な場所に親子が集う場を提供するために、既存の４拠点を充実

していきます。親子の絆づくり、親の子育て力の強化等の取り組みとともに、地域の子育て支援

団体、子育てサロン、子育てサークル等との連携を強化し、子育て家庭と地域をつなぐ子育て支

援拠点として充実します。 

★交野市立地域子育て支援センター（第一中学校区）★ぽらりすひろば（第二中学校区） 

★星田地域子育て支援センター  （第三中学校区）★つどいの広場 （第四中学校区） 

 

３ 
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（３）妊婦健診 
 

【事業内容】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査

計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施します。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延回数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 6,332 7,252 7,168 7,070 7,000 6,986 

②確保方策 － 7,252 7,168 7,070 7,000 6,986 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

今後も引き続き、より安心で健やかな妊娠出産が行えるよう支援していきます。 

 

 

 

（４）こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業） 
 

【事業内容】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する様々な悩みを聞き、子育

て支援に関する情報提供や養育環境等の把握や助言を行う事業を実施します。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：実人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 542 518 512 505 500 498 

②確保方策 － 518 512 505 500 498 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつけるため、着実に事業を実施していき

ます。 
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（５）養育支援訪問事業・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 
 

【事業内容】 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居宅を訪

問し、養育に関する指導、助言等を行い、その家庭の適切な養育の実施を確保するための事業を

実施します。 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業は、要保護児相対策地域協議会内の情報交換と支

援内容の協議、専門性向上のための研修や市民への啓発の取り組みなど地域全体で連携を強化し、

児童虐待を防止し、発生を予防する事業を実施します。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：実人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 1 5 5 5 5 5 

②確保方策 － 5 5 5 5 5 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

母子保健事業と連携を密にし、養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助 

産師・保育士等がその居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行い、その家庭の適切な養育 

の実施を確保するために育児支援、家事援助、相談・助言を実施します。 

要保護児童対策地域協議会と連携し対応するとともに、子どもを守る地域ネットワーク機能強 

化事業により、関係機関の専門性の強化と関係機関相互の連携強化に取り組みます。 

   

 

 

（６）子育て短期支援事業 
 

【事業内容】 

 病気・出産・看護・冠婚葬祭・出張などで、保護者が夜間も留守になるほか、育児疲れなど、

一時的に子どもの保育ができないときに、指定した事業実施施設に一定期間、子ども預かりを行

います。制度の周知を図るとともに、適切な利用を促します。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延日数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 0 12 12 12 12 12 

②確保方策 － 12 12 12 12 12 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

子育て短期支援事業は児童福祉法第２１条の９により、市町村に努力義務規定が定められてい

る事業であり、利用可能区域及び対象児童の年齢層の拡充を検討しつつ、利用者の意向を踏まえ

た上で実施していきます。 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター） 
 

【事業内容】 

地域で子育ての支援をするために、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人がファ

ミリーサポートセンターを橋渡しに会員登録をし、さまざまな育児の手助けを行う事業を実施し

ます。 

 
【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

就
学
前
児
童 

①量の見込み 1944 2,225 2,195 2,168 2,145 2,125 

②確保方策 － 2,225 2,195 2,168 2,145 2,125 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

小
学
校
児
童 

①量の見込み 1,287 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

②確保方策 － 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

計 

①量の見込み 3,231 3,525 3,495 3,468 3,445 3,425 

②確保方策 － 3,525 3,495 3,468 3,445 3,425 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

今後も安定して提供会員を維持するため、広報活動に力を入れて取り組むとともに、より安心

安全な援助活動を行っていくために、提供会員向けの研修を充実させていきます。 

 

 

 

（８）一時預かり事業 

 

【事業内容】 

保護者の就労形態の多様化に伴う短時間及び継続的な保育や、保護者の疾病・通院等による緊

急時の一時的な保育、保護者のリフレッシュ及び冠婚葬祭等による保育需要に対応するため、一

時預かり事業を実施します。 

 

（ア）１号認定による定期的利用（幼稚園における在園児を対象とした預かり保育） 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み － 973 931 900 883 863 

②確保方策 － 973 931 900 883 863 

差（②－①）  0 0 0 0 0 
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（イ）２号認定による定期的利用 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み － 30,000 28,800 27,600 26,700 26,100 

②確保方策 － 30,000 28,800 27,600 26,700 26,100 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

（ウ）その他の一時預かり 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 1,670 13,651 13,273 12,933 12,674 12,472 

②確保方策 － 13,200 13,200 13,200 13,200 13,200 

差（②－①）  －451 －194 47 488 877 

 

【確保の方策】 

  現在において、幼稚園での預かり保育は希望者に対して十分に行き渡っており、今後も既存の

施設による実施により確保します。 

  また、既存の保育園等での一時預かりなど、様々な保育需要に対応可能な一時預かり事業を検

討していきます。 

 

 

 

（９）延長保育事業 
 

【事業内容】 

保護者の就労形態の多様化、長時間の通勤等に伴う保育時間の延長に対する需要に対応するた

め、保育所の開所時間（11 時間）の前後 30 分以上において時間を延長して保育を実施してい

ます。子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、保育時間は、標準時間認定（11 時間）と短時

間認定（８時間）の２区分となり、区分を超えた保育については延長保育として取り扱うことが

国から示されています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 831 710 681 655 632 613 

②確保方策 － 710 681 655 632 613 

差（②－①）  0 0 0 0 0 

 

【確保の方策】 

現在、すべての保育園で７時～１９時までの延長保育事業を実施し、一部の私立保育所におい

ては、19 時 30 分までの延長保育を実施しています。今後も、各区分において必要に応じて延

長保育が的確に提供できる体制を、確保していきます。 
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（10）病児・病後児保育事業 
 

【事業内容】 

病気の症状安定期や病気回復期にあり集団保育等が困難で、かつ保護者が就労等により児童を

家庭で養育することができない期間に一時的に保育・看護を行います。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：延人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 0 725 695 668 645 625 

②確保方策 － 600 1,200 1,200 1,200 1,200 

差（②－①）  -125 505 532 555 575 

 

【確保の方策】 

今後も保護者のニーズに対応するため、設置箇所数の増に向け、医療機関等への事業周知も併

せて行っていきます。 

 

 

 

（11）放課後児童健全育成事業 
 
【事業内容】 

放課後等における児童の健全育成と子育て支援を図るため、就労などの理由で保護者が昼間家

庭にいない児童に、放課後や学校休業中に安心して生活する場所を提供し、心身の健全な育成を

図ることを目的とした事業を実施します。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 

（単位：実人数） 
平成 25年度 

（実績） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

①量の見込み 638 721 692 665 642 642 

②確保方策 － 810 810 810 810 810 

差（②－①）  89 118 145 168 187 

 

【確保の方策】 

小学校の教室を活用し量の確保に努めるとともに、できる限り校外に移動せず、安全に過ごせ

る場所の確保に取り組みます。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 新規 
 

 【事業内容】 

   保護者の世帯の所得状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき

日用品、文房具その他教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する

費用等を助成し、市が定める基準に該当した場合に保護者の負担軽減を図るため助成を行う事

業です。 

  

 【確保の方策】  

国において実施要綱等を検討中であり、その内容等に応じ、助成を実施します。 

 

 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 新規 
 

 【事業内容】 

    特定教育・保育施設等への民間事業者の参入促進及び多様な事業者の能力を活用しながら、

保育所、小規模保育所等の設置又は運営を促進するための事業です。 

  

 【確保の方策】  

国において実施要綱等を検討中であり、その内容等に応じ、助成を実施します。 
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（１）認定こども園の普及に係る基本的考え方 

認定こども園は、保護者の就労状況及びその変化によらず、柔軟に子どもを受け入れられる

という特長があることから、普及促進が必要です。 

特に、待機児童対策の効果もあわせて期待できることから、幼稚園の認定こども園移行につ

いては、市民ニーズの把握に努め、今後も促進を図っていきます。 

また、既存の私立の幼稚園設置者・保育所設置者に対し、認定こども園に関する情報提供を

適宜行い、就学前の子どもに関する教育・保育や地域における子育て支援を総合的に提供する

施設として移行を支援していきます。 

 

（２）地域の教育・保育や子育て支援等の推進 

子育てに不安や悩みを持つ親が増えています。保護者の思いを受け止め、家庭の養育力を高

め、協力して保育を進めていきます。 

乳幼児期の発達が連続性を有するものであること、また、乳幼児期が生涯にわたる人格形成

の基礎が培われる重要な時期であることから、子どもの健やかな発達を保障するために、質の

高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の安定的な提供に努めます。 

また、地域における中核的な役割を担う施設として地域に開かれ共にあることで、保護者だ

けでなく地域の人々も子どもの活動支援や見守りに参加してもらうことで、子どもの健やかな

育ちにつながります。 

 

（３）認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携の取組の推進 

妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行うとともに、質の高い教育・保育の提供並びに地域

の子育て支援機能の維持・確保等を図るためには、幼稚園、保育所、地域子ども・子育て支援

事業、その他子ども・子育て支援を行う者相互の密接な連携が必要です。そのため、職員の合

同研修や交流の場の確保に努めていきます。 

本市では、公立幼稚園と保育所を同一敷地内に設置し、両者の一体的運営と連携を幼保一元

化として実施しており、引き続き取り組みを継続していきます。 

また、幼稚園、保育所から小学校への連携が円滑に行えるよう、就学前児童に体験入学や授

業参観、子育て講演などを実施するとともに、園児の発達や学びの連続性を確保するため、教

育・保育内容の工夫を図ります。 

さらに、中学生の職業体験として、認定こども園、幼稚園及び保育所の園児との交流の機会

を設けることにより、連携を強化します。 

 

  

４ 
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（１）庁内における各部署の連携強化 

 
  本計画に携わる部署は、庁内関係の組織でみると児童福祉の担当課だけでなく、保育の担当課、

健康増進の担当課、都市計画や道路整備の担当課、教育委員会など広範囲にわたっています。 

  そのため、各部署間の綿密な情報交換と連携した行動によって、計画の効率的かつ効果的な推

進を図ります。 

 

 

（２）関係機関や市民との協力 

 
  本計画の推進のためには、市役所だけでなく、児童相談所などの行政組織や、子育てに関係す

る民間団体・市民ネットワーク、及び各地域の住民の協力が不可欠です。そのため、市民に対し

て積極的に情報を提供していくとともに、市行政と各種団体、地域住民との協力の強化を推進し

ます。 

 

 

（３）国・府との連携 

 
   地方公共団体の責務として、市民のニーズを的確に把握しながら、利用者本位のより良い子育

て支援となるよう、国・府に対し必要な要望を行うとともに、行財政上の措置を要請していきま

す。 

 

 

  

１  推進体制の充実 
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  本計画を市民とともに推進していく体制を確保するため、市民参画により構成される「交野市子

ども・子育て会議」を中心に、計画の推進と進行管理を行います。 

  庁内においては、各施策・事業の進捗状況を把握し、定期的にサービス推進検討会に報告します。 

 
【計画の点検・評価体制】 
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（設置） 
第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条及び地方自
治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、交野市子ども・子
育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 
第２条 子ども・子育て会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査及び審議する。 
⑴ 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関する事項 
⑵ 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関する事項 
⑶ 交野市子ども・子育て支援事業計画に関する事項 
⑷ 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び当該
施策の実施状況に関する事項 

⑸ その他子ども・子育て支援に関する事項 
（組織） 
第３条 子ども・子育て会議は、委員１５人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 
⑴ 交野市公私立幼稚園関係者     
⑵ 交野市公私立保育所（園）関係者      
⑶ 学識経験を有する者 
⑷ 関係行政機関の職員  
⑸ 市民（団体）代表者 
⑹ 子どもの保護者 
⑺ その他市長が適当と認める者 

 （任期） 
第４条 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合に
おける補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 
第５条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長１人を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 
３ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
（会議） 
第６条 子ども・子育て会議は、会長が招集する。 
２ 子ども・子育て会議は、委員の定数の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができ
ない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決す
るところによる。 

４ 会長が必要と認めるときは、子ども・子育て会議に委員以外の者の出席を求め、意見若し
くは説明その他必要な協力を求めることができる。 

（守秘義務） 
第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同
様とする。 

（庶務） 
第８条 子ども・子育て会議の庶務は、健やか部において処理する。 
（委任） 
第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営について必要な事項は、市
長が別に定める。 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （交野市幼児問題対策審議会条例の廃止） 
２ 交野市幼児問題対策審議会条例（昭和４７年条例第３４号）は、廃止する。 
 
 
 

１ 交野市子ども・子育て会議条例 
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区 分 氏   名 所     属 

会長 大橋   進 学識経験者 

副会長 東口  房正 交野市私立幼稚園園長会会長 

委員 有元  素子 市民代表 

〃 岡本 真由美 市民代表 

〃 関   純二 交野市民間保育園協議会代表 

〃 高垣  京子 ティンクル代表 

〃 冨田  泰史 交野市私立幼稚園園長会代表 

〃 野中   沙知 私立幼稚園保護者代表 

〃 端野  秀人 交野市民間保育園協議会会長 

〃 福山  智香 市民代表 

〃 宮根  由香 公立保育所保護者代表 

〃 森岡  幸子 交野市民生委員児童委員協議会 

〃 船戸   巖 交野市教育委員会教育次長 

〃 伊賀   治 交野市小中学校校長会 

〃 井上  佳子 交野市立幼児園園長代表 

会長、副会長以下五十音順（交野市役所職員及び学校長を除く） 

２ 交野市子ども・子育て会議委員名簿 
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開催年月日 会 議 等 内 容 議 事 等 

平成２５年

１０月９日 

第１回 

交野市子ども・子育て会議 

① 子ども・子育て支援新制度について 

② ニーズ調査について 

③ スケジュールについて 

平成 25 年

12月19日

～ 

平成 26 年

1 月 16 日 

「子ども・子育て支援事業

計画にかかるニーズ調査」

の実施 

・交野市内在住の「未就学児」をお持ちの世帯・保護

者（就学前児童調査）1,800 人、「小学生」をお

持ちの世帯・保護者（小学生調査）1,200 人に郵

送配布・郵送回収 

・回収結果：就学前児童調査：856 件（回収率：

47.6％） 、小学生調査：564 件（回収率：47.0％） 

平成２６年

２月２１日 

第２回  

交野市子ども・子育て会議 

① ニーズ調査結果の報告について 

② 教育・保提供区域の設定について 

③ 今後のスケジュールについて 

平成２６年

４月２５日 

第３回  

交野市子ども・子育て会議 

① 量の見込みについて 

② 教育・保提供 区域の設定について 

③ 交野市次世代育成支援行動計画について 

④ 計画骨子案について 

平成２６年

５月２９日 

第４回  

交野市子ども・子育て会議 

① 新制度に係る運営基準等の条例制定ついて 

② 計画骨子案について 

平成２６年

７月３０日 

第５回  

交野市子ども・子育て会議 

① 保育短時間認定における就労時間の下限設定につ

いて 

② 次世代育成支援行動計画の報告 

③ 『交野市子ども・育て支援事業計画』素案につい

て 

④ 新制度に係る運営基準等の条例案について 

平成２６年

９月２９日 

第６回  

交野市子ども・子育て会議 

① 「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準（案）」・「家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準（案）」・「放課後児童

健全育成事業の設備及び運営に関する基準（案）」

に係るパブリックコメント結果ついて 

② 保育の必要性認定に関する 規則案に係るパブリ

ックコメント実施について 

③ 利用者負担（保育料）について  

④ 量の『確保方策』について 

⑤ 『交野市子ども・育て支援事業計画』素案につい 

平成２６年

１１月６日 

第７回  

交野市子ども・子育て会議 
 

３ 交野市子ども・子育て支援事業計画策定経過 
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開催年月日 会 議 等 内 容 議 事 等 

平成２６年

１１月２５

日 

第８回  

交野市子ども・子育て会議  

平成 26 年

12月15日 

～ 

平成 27 年

１月 14 日 

「交野市子ども・子育て支援事業計画（素案）」に関する 

パブリックコメントの実施 

平成２７年

２月２０日 

第９回  

交野市子ども・子育て会議 
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 用語 解説 

 

カ行 

 

家庭的保育事業 ￭ 地域型保育事業の１つで、家庭的保育者の自宅等にお

いて行う定員規模５人以下の保育事業。家庭的保育者

の資格その他設備及び運営に関する基準は子ども・子

育て支援法の規定に基づき市が条例で定めている。 

教育標準時間 ￭ 保育の必要性を認定する場合の基準となる区分のひと

つ。教育標準時間の認定を受けた場合、給付の範囲内

で利用できる幼児教育時間は３～４時間となってい

る。 

教育・保育提供区域 ￭ 子ども・子育て支援新制度において「量の見込み」と

「確保方策」を設定する単位として設定される区域。 

居宅訪問型保育事業 ￭ 地域型保育事業の１つで、子どもの自宅等に保育士等

が訪問して行う保育事業。１対１を基本とするきめ細

やかな保育を実施するもの。 

合計特殊出生率 ￭ 15 歳から 49歳までの女性の年齢別（年齢階級別）出

生率を合計したもので、１人の女性が一生に産む子ど

もの平均数。 

子育て支援センター ￭ 子育て全般に関する専門的な支援を行う拠点（地域子

育て支援拠点）。地域子育て支援拠点事業とは、乳幼

児の保護者を対象にした交流の場を提供する事業のこ

とで、地域子育て支援センターでは、子育て相談、情

報の提供、子育て講座の実施等を行っている。 

子ども・子育て関連３法 ￭ 平成 24 年８月に可決・成立した以下の３つの法律。

この法律に基づき、平成 27 年度より子ども・子育て

新制度が開始される。 

①子ども・子育て支援法 

②就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律 

③子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部

を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律 

子ども・子育て支援新制

度 

￭ 平成 24 年８月に成立した「子ども・子育て関連３法」

に基づく、子ども・子育て支援に関する新たな制度。

この制度の施行により、市町村では「子ども・子育て

支援事業計画」に基づき、子ども・子育て支援サービ

スに関する見込み量に対する提供量を確保していくこ

とになる。 

４ 用語集 
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 用語 解説 

子ども・子育て支援法 ￭ 平成 24 年８月に成立・公布された、新たな子ども・

子育て支援の仕組みに関する新法。市町村子ども・子

育て支援事業計画の策定、子どものための教育・保育

給付、子どものための現金給付（児童手当）などが規

定されている。 

婚姻率 ￭ 総人口に占める人口年間婚姻届出件数の割合。通常は

人口 1,000 人当りの婚姻件数として表される。 

 

サ行 

 

事業所内保育事業 ￭ 企業内または事業所の近辺に用意された育児中の従業

員向けの託児施設。新制度での給付対象となるには、

従業員の子ども以外に、地域の保育を必要とする子ど

もの保育を実施する必要がある。 

次世代育成支援行動計画 ￭ 次世代育成支援対策推進法に基づき、市町村・都道府

県、一般事業主が策定する子育て環境の整備や、仕事

と子育ての両立のための取組みについての計画。 

次世代育成支援対策推進

法 

￭ 次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成され

る環境整備を進めるために制定された法律。次世代育

成支援対策推進法は平成 26 年度までの時限立法であ

ったが、有効期限が 10 年間延長されている。（平成

37 年３月 31 日まで） 

施設型給付 ￭ 教育・保育のニーズに応じて必要となる経常的経費を、

保護者に対する個人給付として施設が代理受領し給付

する制度。 

児童虐待 ￭ 保護者や養育者が、子どもの心や身体を傷つけ、子ど

もの健やかな発育や発達に悪い影響を与える行為。児

童虐待は身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的

虐待の４種類に分類される。 

￭ 用語集「ネグレクト」を参照。 

児童相談所 ￭ 児童に関するあらゆる問題について地域住民からの相

談に応じ、児童や保護者に最も適した援助や指導を行

う行政機関。 

児童手当 ￭ 日本国内に住民登録がある中学校修了までの児童に支

給される手当。 

主任児童委員 ￭ 児童委員とは、地域住民の福祉の増進を図る重要な担

い手として、地域の子どもたちが元気に安心して暮ら

せるように、子どもたちを見守り、子育ての不安や妊

娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行っている。主

任児童委員は、児童委員の中から選任され、児童福祉

に関する事項を専門的に担当し、各児童委員との連絡

調整や活動に対する援助・協力を行っている。 
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 用語 解説 

小規模保育事業 ￭ 地域型保育事業の１つで、主に満３歳未満の乳児・幼

児を対象として行う定員規模６人以上 19 人以下の保

育事業。多様なスペースにおいて、家庭的保育に近い

雰囲気のもとで、きめ細やかな保育を実施している。 

 

タ行 

待機児童 ￭ 保育所等への入所申請をしながらも満員のために入所

できない児童。 

地域型保育給付 ￭ 地域型保育事業（用語集「地域型保育事業」を参照。）

を対象に給付される給付費。 

地域型保育事業 ￭ 子ども・子育て支援新制度において公費負担の対象と

なる事業で、０～２歳の保育の必要性が認定された児

童を保育する小規模な保育事業。（小規模保育・家庭

的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育事業） 

地域子育て支援センター  用語集「子育て支援センター」を参照。 

通常保育事業 ￭ 通常の開所時間（11時間）に行われる保育。 

ナ行 乳幼児 ￭ 乳児と幼児を合わせた呼び方。児童福祉法では乳児は

出生から満１歳未満の子、幼児は満１歳から小学校就

学までの子と定義されている。 

認定こども園 

 

￭ 就学前の子どもに教育・保育・子育て支援を一体的に

提供する施設として、都道府県の認定を受けた施設。

保護者が働いている、いないにかかわらず利用できる。

認定こども園には以下の４つの種類がある。 

①幼保連携型：認可幼稚園と認可保育所とが連携して、

一体的な運営を行うことにより、認定こども園として

の機能を果たすタイプ 

②幼稚園型：認可幼稚園が、保育に欠ける子どものため

の保育時間を確保するなど、保育所的な機能を備えて

認定こども園としての機能を果たすタイプ 

③保育所型：認可保育所が、保育に欠ける子ども以外の

子どもも受け入れるなど、幼稚園的な機能を備えるこ

とで認定こども園としての機能を果たすタイプ 

④地方裁量型：幼稚園・保育所いずれの認可もない地域

の教育・保育施設が、認定こども園として必要な機能

を果たすタイプ 

ネグレクト ￭ 幼児・高齢者などの社会的弱者に対し、その保護・養

育義務を果たさず放任する行為のこと。 

 

ハ行 

発達障がい ￭ 主に脳の機能的な問題が原因で子供の発育や成長に遅

れや歪みが生じるもの。代表的なものとして、広汎性

発達障害(ＰＤＤ)、学習障害(ＬＤ)、注意欠陥／多動性

障害(ＡＤ／ＨＤ)があげられる。 
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 用語 解説 

保育士 ￭ 保育所など児童福祉施設において、子どもの保育を行

う職員。 

保育所 ￭ 就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わっ

て保育する施設。そのうち、児童福祉法に基づき都道

府県又は政令指定市又は中核市が設置を認可した施設

を認可保育所という。 

保育短時間 ￭ 保育の必要性を認定する場合の基準となる区分のひと

つ。保護者の就労が短時間の場合を想定しており、保

育短時間の認定を受けた場合、給付の範囲内で利用で

きる保育時間は一日最大８時間となる。 

保育の必要性 ￭ 就学前の教育・保育のうち、利用可能な施設を判断す

る基準となるもの。子ども・子育て新制度では、「事

由」「区分」「優先利用」の３点において市町村が認

定基準を設定することになっており、子どもの年齢や

保護者の就労の状況によって保育の必要性が判定され

る。 

保育標準時間 ￭ 保育の必要性を認定する場合の基準となる区分のひと

つ。保護者の就労がフルタイム等の長時間の場合を想

定しており、保育標準時間の認定を受けた場合、給付

の範囲内で利用できる保育時間は一日８時間、最長 11

時間となる。 

母子・父子自立支援員 ￭ ひとり親家庭等に関してその実情を把握し、個々のケ

ースに応じて自立に必要な各種の相談や指導を行う

人。 

 

ヤ行 

夜間養護等事業（トワイ

ライトステイ事業） 

￭ 保護者が仕事等の理由により平日の夜間又は休日に家

庭において子どもを養育することが困難となった場

合、児童養護施設等において児童を保護し、生活指導、

食事の提供等を行う事業。 

幼稚園 ￭ 小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育

を行う学校。 

幼稚園教諭 ￭ 幼稚園において、３歳～就学前子どもを学校教育法に

基づき教育を行う教員。 

要保護児童対策地域協議

会 

￭ 虐待を受けている児童をはじめとする要保護児童を早

期に発見し、保護や適切な支援につなぐための機関。 

 

ラ行 

離婚率 ￭ 総人口に占める人口年間離婚届出件数の割合。通常は

人口 1,000 人当りの離婚件数として表される。 

離乳食講習会 ￭ 離乳時の乳児の保護者に対し、離乳の基本に基づき、

離乳食の料理の実演及び試食などを通して、離乳食に

関する講習を行なう事業。 
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 用語 解説 

量の見込み ￭ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業に対する

ニーズ量の見込み。 

労働力人口 ￭ 15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた

もの。 

労働力率 ￭ 15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。 

 

ワ行 

ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和） 

￭ 「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりが

やりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を

果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子

育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様

な生き方が選択・実現できる」ことを指す。 
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